
【平成 9年度】

8-150　総理―大蔵大臣会談
　 9 年度予算編成に当たり、次の方針で取り
組むことに合意した。
1 ．我が国財政は、 8年度予算において12兆
円の特例公債を含む21兆円の公債発行を余
儀なくされるなど主要先進国中最悪といえ
る状況にある。現在の財政構造が放置され
るならば、さらに財政赤字が拡大すること
にならざるをえない。
  今後の少子・高齢化の一層の進展などを
踏まえれば、我が国経済・社会の活力を維
持するため、財政構造改革に取り組むこと
が喫緊の課題となっており、平成 9年度予
算を財政構造改革元年予算と位置付けてい
く必要がある。
2．このため、 9年度予算編成においては、
各般の制度改革の実現に努力するとともに、
財政構造改革元年にふさわしい公債減額を
実現し、中期的な財政健全化に向けた目標

の第一歩と位置づけることが必要である。
  9 年度の財政事情については、引き続き
容易ならざるものがあるが、財政構造改革
元年にふさわしいものとして、過去最大の
公債減額幅を上回る 3兆円以上の公債減額
を実現するよう、最大限努力することとす
る。

  また、 9年度以降においても財政構造改
革をさらに進め、出来るだけ速やかに現世
代の受益と負担を均衡させるべく、国債費
除きの歳出を租税等と均衡させるよう努め
るものとする。

（出所 ）財政制度審議会・財政構造改革特別
部会（第25回） 平成 8 年11月27日配布
資料（2）「総理―大蔵大臣会談」（財政
制度審議会「平成 8 年度　財政制度審
議会資料集　財政構造改革特別部会編
（第 4分冊）」222ページ）。

8-151　平成 9年度財政事情
〔単位：億円〕

8年度予算 9年度試算
備考

7’→8’ 8’→9’
（歳入）

税 収

税 外 収 入
N T T
公 債 金
建設公債
特例公債

計

513,450

25,594
1,715

210,290
90,310
119,980

751,049

▲23,860

▲19,262
▲ 10
84,310
▲ 7,159
91,469

41,178

±A
563,400

16,700
1,700

残差 　　
∓（A－A′）
214,300

±A′
796,100

±A
50,000

 ▲8,900
 ▲ 0

∓（A－A′）
4,000

±A′
45,100

8 年度予算に税制改正等による
増収分を加算。
±Aは経済成長等に伴う増収分
等。
中期展望
中期展望

歳出との残差を計上。
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（歳出）
国 債 費

地方交付税

一 般 歳 出
N T T 等
事 業 分
償 還 分

緊急金融安定化資金

計

163,752

136,038

431,409

13,000
―
6,850

751,049

31,539

3,884

9,992

0
▲11,087
皆増

41,178

176,500

±A′
160,400

446,200

13,000
0
0

±A′
796,100

12,700

±A′
24,400

14,800

0
0

皆減

±A′
45,100

概算要求額－ 7年度決算剰余金

概算要求（ 7 年度精算分を控
除）を上記税収ベースに置換
（±A′は税収のはねかえり）。
概算要求額

概算要求額

（出所 ）財政制度審議会・財政構造改革特別部会（第25回）　平成 8 年11月27日配布資料（1）
「 9 年度財政事情」（財政制度審議会「平成 8 年度　財政制度審議会資料集　財政構造改
革特別部会編（第 4分冊）」221ページ）。

8-152　 財政制度審議会財政構造改革特別部
会最終報告　11のポイント

医療
　現在、医療保険財政は構造的赤字に陥って
おり、国民皆保険は崩壊の危機に瀕している。
国民皆保険の下、21世紀にも安心して良質か
つ効率的な医療を確保できるよう医療保険制
度の構造改革を進めることが必要である。そ
の際、
⑴診療側・患者側におけるコスト意識の喚起
⑵公的給付の限定と患者の自己選択の拡大
⑶出来高払いから総額予算制への移行及び診
療報酬体系・薬価基準制度の見直し
⑷適切な医療供給体制の確立
⑸情報の非対称性を補うため競争を通じた保
険者機能の強化、医薬分業の推進
により、良質かつ効率的な給付を行うべきで
ある。特にコスト意識を喚起し、医療費を効
率化するため患者負担の引上げを中心とする
改革を、構造改革の第一段階として 9年度に
実現することが必要である。
公共投資
　我が国の財政のおかれた状況を踏まえれば、
今後の公共投資予算については、抑制基調と
していく必要がある。これまで景気対策のた
めの公共投資の大幅な追加が行われてきたが、
欧米諸国の経験にも照らし、こうした過度に
財政に依存した経済運営について見直すべき

時期にきている。
　また、投資の重点化・効率化を推進すると
ともに、私的な財に関連する分野に対する整
備のあり方について、見直すことが必要であ
る。
文教・科学技術
　文教予算については、高等教育、学術研究
等の施策の充実を求められているが、児童・
生徒数の減少を予算に反映させることを基本
としつつ、財政資金の効率的活用や、国と地
方の役割分担の見直しが必要である。
　科学技術予算については、近年、その拡充
の声が強い。しかしながら、研究資金も国民
の税金によって賄われる以上、総花的ではな
く、優先順位を明確に付け、研究業績評価、
大型プロジェクトの見直しを行うことにより、
限られた財源をより有効に活用することが求
められる。
防衛
　防衛関係費については、我が国の平和と安
全を守るという基本を確保しつつ、経済・財
政事情等を踏まえて必要最小限のものにとど
めることが基本と考えられる。
　定数削減を着実に実施するとともに、合理
化・効率化の観点から実員の削減等に努め、
人件費の増加を抑制していく必要がある。ま
た、硬直化を生み出す要因となっている正面
契約について、必要度、優先度等を十分に検
討し、抑制していくことに加え、効率的な調



達補給態勢の整備に努め、調達価格の抑制を
図るべきである。
政府開発援助
　近年、主要先進国が援助額の圧縮を図り、
援助全体が伸び悩む、いわゆる「援助疲れ」
が見られるなか、我が国のＯＤＡの拡大は国
際的に顕著なものとなっている。我が国の財
政事情及び経済状況はこうした「援助疲れ」
が見える国々と比べてもむしろ厳しいものと
なっている。ＯＤＡ予算については、これま
で以上に国内向け財政需要とのバランスを考
慮し、効果的・効率的な援助の実施を進め、
その抑制に努めるべきである。
農林水産業
　我が国農業は、農村地域の高齢化・過疎化
が進むなかで、国際的な対応を迫られている。
力強い農業の確立のためには、育成すべき経
営体の実現に向けて施策を集中化・重点化し
ていくなかで、補助から融資へ、あるいは価
格政策から構造政策へといった見直しを、強
力に進めていく必要がある。
　また、ウルグアイ・ラウンド農業合意関連
対策費をはじめとする各種事業の執行が、真
に我が国農業の競争力強化につながっていく
ものとなるよう、現場での執行の実情を含め、
十分なチェックが必要である。
　累積債務残高が 3 兆3,000億円（平成 7 年
度末）にもなっている国有林野については、
経営の健全化に向けて更なる徹底的なリスト
ラを行い、経営の抜本的改善を図る必要があ
る。
運輸
　厳しい財政事情の下、全体として整合性の
とれた合理的な総合交通体系を実現するため、
規制の緩和を進めながら運輸事業者の体質改
善、合理化努力を政策的に図らねばならない。
国の助成としては、適正な受益者負担を踏ま
え、各施策ごとに官と民との役割分担、国と
地方との費用分担により、極力国の予算の節
減を図っていく必要がある。
　国鉄清算事業団の債務については、最終的
な国民負担のあり方としていかなる形があり
得るかなどについて早急にその解決策を樹立
する必要がある。
産業・エネルギー対策
　中小企業対策は、以前は中小企業の経営基

盤の安定・強化対策が主と考えられてきた。
経済社会の大きな構造変化の中で、今後はな
お一層中小企業についての構造改革の推進に
ウェイトを移していく必要がある。
　エネルギー対策については、石油の備蓄に
ついてその費用の節減合理化を進めるととも
に、石油の資源開発や新エネルギーの開発等
について、採択基準の厳格化、事業の成功度
に応じた計画の見直し等を行うことにより、
財源の効率的な活用に努めるべきである。
情報通信
　情報通信産業は、今後のリーディング産業
であり、社会経済構造の変革にも十分に資す
るものであるが、国が直接関与するというよ
り、基本的には民間業者が利用者のニーズも
踏まえながら、これを進めるべきである。
地方財政
　地方財政については、地方行財政のスリム
化・効率化を図るとの考え方に立って、国と
同一歩調で徹底した歳出の抑制を図る。更に、
地方財政の健全化を促し、また、地方の自主
性・自立性の確立を目指す観点から、地方の
必要な財源は最終的には国が面倒を見るとい
う基本的な考え方そのものを含め、地方交付
税制度のあり方についても見直していく必要
がある。
補助金
　補助金等については、社会経済情勢の変化
に伴い、行政需要の変化、官民の役割分担の
変化が生じているので、常にその見直しを行
い、事務・事業の廃止・縮減、採択基準の引
上げ、補助対象の重点化、受益者負担の適正
化、融資措置への切り換え等の整理合理化を
積極的に図っていく必要がある。
　首都機能移転や、一般的に大きな財政負担
を強いる国際スポーツ行事、更にはイベント
が各方面で提起されている。これらの課題を
検討するに際しては、国民の合意形成の状況、
極めて厳しい財政事情をはじめとする社会経
済情勢を踏まえ、十分な議論が行われること
が必要である。

（出所 ）「財政構造改革特別部会最終報告―活
力ある21世紀への条件―　平成 8 年12
月12日　財政制度審議会」（大蔵省図書
館所蔵）。
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8-
15
3　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

「
建
議
」
及
び
「
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
最
終
報
告
」
の
平
成
9
年
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況
（
総
論
）

「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
9
年
度
の
一
般
歳
出
の
概
算
要
求
基
準
に
お
い
て
は
、
投

資
的
経
費
に
つ
い
て
も
原
則
と
な
る
削
減
率
を
一
層
厳
し
く

す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ま
で
削
減
対
象
外
と
し
て
き
た
経
費

に
つ
い
て
も
削
減
を
求
め
る
こ
と
と
す
る
な
ど
、
財
政
構
造

改
革
元
年
予
算
の
出
発
点
と
し
て
の
工
夫
が
見
ら
れ
る
も
の

と
な
っ
て
い
る
が
、
予
算
査
定
に
お
い
て
も
、
財
政
構
造
改

革
の
基
本
的
な
考
え
方
を
踏
ま
え
、
更
に
厳
し
く
一
般
歳
出

を
抑
制
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
 　
個
々
の
歳
出
に
つ
い
て
は
、
様
々
な
歳
出
増
加
圧
力
が
各

方
面
に
見
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
真
に
必
要
な
財
政
需

要
に
適
切
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
限
ら
れ
た
財
政
資
金
の
配

分
の
一
層
の
効
率
化
・
重
点
化
を
一
段
と
徹
底
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。

○
 　
9
年
度
予
算
を
財
政
構
造
改
革
元
年
予
算
と
位
置
づ
け
、
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
は
、
各
般
の
制
度
改
革
の
実
現
に
努
め
る
な
ど
、

歳
出
全
般
に
つ
い
て
聖
域
を
設
け
る
こ
と
な
く
徹
底
し
た
洗
直
し
に
取
り
組
み
、
特
に
一
般
歳
出
の
増
加
額
を
極
力
圧
縮
。
消
費
税
の
国

庫
負
担
分
の
増
加
な
ど
の
特
殊
要
因
増
（
4,0
00
億
円
強
、
一
般
歳
出
の
約
1
％
程
度
）
が
あ
る
中
で
、
9
年
度
一
般
歳
出
は
対
前
年
度

1.5
％
増
（
平
成
元
年
以
降
最
も
低
い
伸
び
と
し
、
9
年
度
消
費
者
物
価
上
昇
率
見
通
し
（
1.6
％
）
を
も
下
回
る
実
質
伸
び
ゼ
ロ
予
算
と

し
た
と
こ
ろ
。

　
 　
ま
た
、
経
費
の
徹
底
し
た
節
減
合
理
化
を
図
る
た
め
、
各
種
施
策
に
つ
い
て
優
先
順
位
の
厳
し
い
選
択
を
行
う
と
と
も
に
、
社
会
経
済

情
勢
の
変
化
に
即
応
し
た
財
政
需
要
に
対
し
て
は
、
財
源
を
重
点
的
・
効
率
的
に
配
分
。

　〔
主
要
経
費
別
伸
率
の
推
移
〕

（
伸
率
）

5’
6’

7’
8’

9’
社
会
保
障
関
係
費

3.2
2.6

3.3
2.6

1.8
文
教
及
び
科
学
振
興
費

2.4
2.4

2.0
2.5

1.9
恩

給
関

係
費

▲
0.4

▲
0.8

▲
2.0

▲
3.9

▲
3.7

防
衛

関
係

費
1.9
5

0.9
0.8
6

2.5
8

2.1
公
共
事
業
関
係
費

5.7
4.7

4.6
4.7

1.5
含
N
T
T
等
事
業
分

4.8
4.0

4.0
4.0

1.3

経
済

協
力

費
5.7

4.4
3.6

3.5
1.6

（
O

D
A

）
6.5

4.8
4.0

3.5
2.1

中
小
企
業
対
策
費

▲
0.2

▲
3.8

▲
1.0

▲
0.1

0.5
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

3.8
3.2

0.9
1.5

▲
0.9

主
要
食
糧
関
係
費

▲
9.0

▲
11
.9

▲
0.7

▲
0.7

▲
0.5

そ
の
他
の
事
項
経
費

3.3
1.5

6.9
0.2

2.2
一

般
歳

出
計

3.1
2.3

3.1
2.4

1.5

う
ち
生
活
保
護
費
＋
1.6

社
会
福
祉
費
＋
5.3

社
会
保
険
費
＋
0.7

保
健
衛
生
対
策
費
△
2.4

失
業
対
策
費
△
0.2

う
ち
科
学
技
術
振
興
費

 
＋
11
.9

（
注
）
防
衛
関
係
費
の
う
ち
、
SA
CO
関
連
経
費
は
、
61
億
円
で
あ
り
、
こ
れ
を
除
い
た
防
衛
関
係
費
の
伸
率
は
1.9
8％
増
。
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建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
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け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
公
債
減
額
は
特
例
公
債
を
中

心
に
し
て
思
い
切
っ
た
も
の
と
す
べ
き
。

○
 　
一
般
歳
出
を
厳
し
く
抑
制
す
る
と
と
も
に
、
公
債
発
行
額
全
体
で
4.3
兆
円
の
減
額
、
特
例
公
債
に
つ
い
て
は
、
4.5
兆
円
の
減
額
を
実

現
し
、
中
期
的
な
財
政
健
全
化
に
向
け
た
第
一
歩
と
し
た
と
こ
ろ
。

8
年
度

9
年
度
（
単
位
：
億
円
、
％
、
当
初
ベ
ー
ス
）

公
債
発
行
額

21
0,2
90

→
16
7,0
70

（
▲
 4
3,2
20
）

う
ち
特
例
公
債

11
9,9
80

→
74
,70
0
（
▲
 4
5,2
80
）

公
債
依
存
度

28
.0

→
21
.6

（
▲
 6
.4）

○
 　
国
の
一
般
会
計
に
お
け
る
財
政
健
全
化
に
向
け
た
第
一
歩

と
し
て
、
で
き
る
だ
け
速
や
か
に
、
現
世
代
の
受
益
と
負
担

を
均
衡
さ
せ
る
べ
く
、
国
債
費
除
き
の
歳
出
を
租
税
等
と
均

衡
さ
せ
る
（
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
を
均
衡
さ
せ
る
）

よ
う
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

○
　
9
年
度
予
算
に
お
い
て
、
国
債
費
を
除
く
歳
出
を
租
税
等
の
範
囲
内
に
抑
制
し
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
の
均
衡
を
達
成
。

8
年
度

9
年
度

（
単
位
：
億
円
）

公
債
発
行
額

21
0,2
90

▲
46
,53
8

16
7,0
70

＋
95
3

国
　
債
　
費

16
3,7
52

16
8,0
23

○
 　
い
わ
ゆ
る
特
例
的
歳
出
削
減
措
置
等
に
つ
い
て
は
、
財
政

の
危
機
的
な
状
況
を
直
截
に
国
民
に
開
示
し
て
い
く
た
め
に

も
、
個
々
の
措
置
に
則
し
て
そ
の
制
度
・
施
策
の
在
り
方
に

立
ち
返
り
、
ど
こ
ま
で
こ
う
し
た
臨
時
緊
急
の
措
置
を
と
り

得
る
か
に
つ
い
て
、
慎
重
に
検
討
し
た
上
で
、
ぎ
り
ぎ
り
や

む
を
得
な
い
も
の
に
止
め
る
べ
き
も
の
と
考
え
る
。

○
 　
い
わ
ゆ
る
特
例
的
歳
出
削
減
措
置
等
に
つ
い
て
は
、「
建
議
」
に
示
さ
れ
た
考
え
方
に
基
づ
き
、
個
々
の
措
置
に
則
し
て
、
慎
重
に
検

討
を
行
っ
た
結
果
、
法
律
に
よ
る
手
当
が
必
要
と
な
る
措
置
と
し
て
、
一
般
会
計
か
ら
の
厚
生
保
険
特
別
会
計
年
金
勘
定
へ
の
繰
入
れ
の

特
例
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。

特
例
的
歳
出
削
減
措
置
等
の
比
較
（
7
～
9
年
度
）

措
　
　
　
　
　
置

7
　
年
　
度

8
　
年
　
度

9
　
年
　
度

1
．
定
率
繰
入
れ
等
の
停
止

32
,45
7億
円

行
わ
な
い

行
わ
な
い

2
．
社
会
資
本
整
備
特
別
措
置
法
に
よ
る
貸
付
け
に
係
る
特
例

（
11
,08
7億
円
）

行
わ
な
い

行
わ
な
い

3
．
決
算
調
整
資
金
へ
の
繰
入
れ
の
特
例

5,6
63
億
円

行
わ
な
い

行
わ
な
い

4
．
一
般
会
計
に
お
い
て
承
継
し
た
債
務
等
の
資
金
運
用
部
に
対
す
る
償
還

の
特
例

8,0
54
億
円

行
わ
な
い

行
わ
な
い

5
．
厚
生
年
金
保
険
事
業
に
係
る
一
般
会
計
か
ら
の
厚
生
保
険
特
別
会
計
年

金
勘
定
へ
の
繰
入
れ
の
特
例

4,1
50
億
円

8,0
00
億
円

7,2
00
億
円

6
 ．
国
民
年
金
国
庫
負
担
金
の
平
準
化
措
置
に
よ
る
加
算
額
に
係
る
一
般
会

計
か
ら
の
国
民
年
金
特
別
会
計
国
民
年
金
勘
定
へ
の
繰
入
れ
の
特
例

2,3
72
億
円

行
わ
な
い

行
わ
な
い

7
．
雇
用
保
険
事
業
に
係
る
一
般
会
計
か
ら
の
労
働
保
険
特
別
会
計
雇
用
勘

定
へ
の
繰
入
れ
の
特
例

30
0億
円

行
わ
な
い

行
わ
な
い

8
．
外
国
為
替
資
金
特
別
会
計
か
ら
の
一
般
会
計
へ
の
繰
入
れ

3,5
00
億
円

2,0
00
億
円

行
わ
な
い

9
．
自
動
車
損
害
賠
償
責
任
再
保
険
特
別
会
計
か
ら
の
一
般
会
計
へ
の
繰
入

れ
3,1
00
億
円

行
わ
な
い

行
わ
な
い

合
　
　
　
　
　
計

59
,59
6億
円

10
,00
0億
円

7,2
00
億
円
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平成 9年度　　553
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
8
年
度
補
正
予
算
に
つ
い
て
は
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の

被
災
地
の
復
興
対
策
や
災
害
復
旧
等
の
特
に
緊
要
と
な
っ
た

事
項
に
つ
き
積
み
上
げ
た
も
の
と
す
る
べ
き
で
あ
り
、
ま
た
、

特
例
公
債
の
発
行
は
厳
に
避
け
る
等
、
財
政
構
造
改
革
元
年

前
夜
に
ふ
さ
わ
し
い
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
 　
8
年
度
補
正
予
算
に
つ
い
て
は
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
復
興
対
策
費
、
災
害
復
旧
等
事
業
費
等
特
に
緊
要
と
な
っ
た
事
項
に
つ
い
て
措

置
を
講
じ
て
い
る
。
ま
た
、
特
例
公
債
を
減
額
す
る
と
と
も
に
、
過
去
に
お
い
て
特
例
的
歳
出
削
減
措
置
と
し
て
講
じ
て
き
た
厚
生
保
険

特
別
会
計
及
び
自
動
車
損
害
賠
償
責
任
再
保
険
特
別
会
計
の
繰
入
れ
の
措
置
に
つ
い
て
繰
戻
し
を
行
う
等
の
措
置
を
講
じ
、
財
政
の
健
全

化
に
も
配
慮
し
て
い
る
。



「
建
議
」
及
び
「
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
最
終
報
告
」
の
平
成
9
年
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況
（
各
論
）

「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
社
会
保
障

⑴
　
医
療
保
険
制
度
改
革

　
 　
平
成
9
年
度
に
お
い
て
、
コ
ス
ト
意
識
の
喚
起
を
通
じ
て

医
療
費
の
効
率
化
を
図
る
観
点
か
ら
患
者
負
担
の
引
上
げ
を

中
心
と
す
る
医
療
保
険
制
度
改
革
を
実
現
す
る
こ
と
が
必
要

で
あ
る
。
医
療
費
の
財
源
と
し
て
は
保
険
料
、
患
者
負
担
、

公
費
が
あ
る
が
、
こ
の
中
で
、
自
己
責
任
の
原
則
が
働
き
、

コ
ス
ト
意
識
の
喚
起
に
よ
り
マ
ー
ケ
ッ
ト
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
通

じ
て
医
療
費
の
効
率
化
に
寄
与
す
る
の
は
患
者
負
担
の
引
上

げ
で
あ
る
。
欧
米
で
も
こ
の
よ
う
な
見
地
か
ら
患
者
負
担
を

引
き
上
げ
て
き
て
お
り
、
我
が
国
に
お
い
て
も
、
ま
ず
患
者

負
担
の
引
上
げ
に
よ
り
医
療
費
の
効
率
化
に
取
り
組
む
べ
き

と
考
え
る
。

・
 　
平
成
9
年
度
に
お
い
て
は
、
過
剰
な
医
療
費
の
削
減
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
現
役
と
高
齢
者
の
給
付
と
負
担
の
バ
ラ
ン
ス
を
図
る
観

点
か
ら
、
以
下
の
よ
う
な
患
者
負
担
の
見
直
し
を
行
う
（
平
成
9
年
5
月
実
施
）。

○
 　
具
体
的
に
は
、
先
般
の
医
療
保
険
審
議
会
の
建
議
で
も
報

告
さ
れ
た
よ
う
に
、
老
人
の
患
者
負
担
を
1
～
2
割
の
定
率

負
担
と
す
る
こ
と
、
被
用
者
本
人
の
患
者
負
担
を
少
な
く
と

も
健
康
保
険
法
本
則
に
従
っ
て
2
割
に
引
き
下
げ
る
こ
と
、

薬
剤
に
つ
い
て
給
付
除
外
な
い
し
3
～
5
割
の
患
者
負
担
を

実
施
す
る
こ
と
等
を
組
み
合
わ
せ
た
改
革
を
平
成
9
年
度
予

算
に
お
い
て
実
現
す
る
べ
き
で
あ
る
。

現
行

改
革
後

・
老
人

外
来
　
月
額

1,0
20
円

→
受
診
1
回
あ
た
り
50
0円
（
1
月
4
回
ま
で
）

入
院
　
日
額

71
0円

→
日
額
1,0
00
円
（
低
所
得
者
は
50
0円
）

・
被
用
者
本
人

　
 
1
割

→
　
　
2
割

・
薬
剤

　
外
来
薬
剤
に
つ
き
、
1
日
1
種
類
あ
た
り
15
円
の
加
算
。
例
え
ば
、
4
種
類
の
薬
剤
を
5
日
分
処
方
さ
れ
れ
ば
、

30
0円
（
＝
15
円
×
4
種
類
×
5
日
）

　
・
政
府
管
掌
健
康
保
険
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
　
8.2
％
　
→
　
8.6
％

○
 　
ま
た
給
付
に
つ
い
て
は
、
一
般
用
医
薬
品
類
似
の
医
薬
品

（
い
わ
ゆ
る
O
T
C薬
剤
）
に
つ
い
て
は
給
付
除
外
と
し
た
り
、

あ
る
い
は
公
的
保
険
給
付
は
基
礎
的
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
部

分
に
限
定
し
、
そ
れ
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
患
者
の
自

己
選
択
に
基
づ
き
患
者
負
担
に
よ
り
賄
う
よ
う
に
す
る
（
特

定
療
養
費
の
活
用
）
等
自
己
責
任
の
原
則
に
従
っ
た
給
付
体

系
と
し
て
い
く
等
の
改
革
が
平
成
9
年
度
に
お
い
て
必
要
で

あ
る
。

　
・
一
般
用
医
薬
品
類
似
医
薬
品
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討
。

　
・
入
院
時
食
事
療
養
費
の
自
己
負
担
に
つ
い
て
、
在
宅
患
者
と
の
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮
し
た
見
直
し
を
引
き
続
き
検
討
。

　
・
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
に
つ
い
て
の
見
直
し
を
引
き
続
き
検
討
。
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平成 9年度　　555
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
ま
た
、
我
が
国
の
医
療
保
険
が
現
物
給
付
を
原
則
と
し
て

い
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
傷
病
手
当
、
出
産
手
当
・
一
時
金

等
の
現
金
給
付
の
在
り
方
に
つ
い
て
も
、
支
給
率
の
引
下
げ

あ
る
い
は
給
付
の
廃
止
等
の
見
直
し
を
検
討
す
る
べ
き
で
あ

る
。

○
 　
併
せ
て
、
医
療
の
質
を
め
ぐ
る
構
造
的
問
題
を
解
消
す
る

た
め
に
、
医
療
機
関
の
機
能
分
担
の
明
確
化
を
通
じ
て
医
療

機
関
の
体
系
化
を
図
る
こ
と
や
、
医
療
に
関
す
る
情
報
公
開

の
促
進
を
図
る
等
の
改
革
に
も
平
成
9
年
度
か
ら
着
手
す
べ

き
で
あ
る
。

・
医
療
施
設
整
備
補
助
金
の
拡
充
に
よ
り
、
一
般
病
床
の
療
養
型
病
床
群
へ
の
転
換
を
支
援

・
医
療
法
改
正
に
よ
り
、
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
を
努
力
義
務
化

・
患
者
本
人
の
請
求
に
基
づ
く
レ
セ
プ
ト
の
開
示

・
カ
ル
テ
の
活
用
に
関
す
る
検
討
会
の
設
置

○
 　
ま
た
、
社
会
的
入
院
の
解
消
を
図
る
と
と
も
に
、
諸
外
国

に
比
べ
て
病
床
数
や
高
額
医
療
機
器
数
が
大
幅
に
上
回
っ
て

い
る
た
め
供
給
過
剰
の
問
題
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

医
師
数
、
病
床
数
を
抑
制
、
削
減
し
て
い
く
た
め
の
措
置
に

着
手
す
る
等
医
療
供
給
体
制
面
か
ら
の
取
組
も
平
成
9
年
度

か
ら
着
手
し
、
さ
ら
に
本
格
化
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で

あ
る
。

・
医
療
法
改
正
に
よ
り
、
医
療
計
画
に
高
額
医
療
機
器
の
共
同
利
用
に
つ
い
て
の
記
載
を
義
務
化

・
医
師
数
等
の
受
給
見
通
し
の
検
討
会
を
設
置

⑵
　
国
立
病
院
・
療
養
所

○
 　
今
後
は
、
本
年
11
月
1
日
（
閣
議
報
告
）
の
①
平
成
12
年

度
末
ま
で
に
施
設
の
廃
止
を
含
め
対
処
方
針
を
決
定
、
②
新

た
な
移
譲
等
の
追
加
等
を
内
容
と
す
る
「
再
編
成
・
合
理
化

の
基
本
指
針
」
の
見
直
し
等
を
踏
ま
え
、
再
編
成
計
画
の
更

な
る
実
施
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

○
 　
平
成
9
年
度
の
国
立
病
院
・
療
養
所
に
対
す
る
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
経
営
合
理
化
を
更
に
推
進
す

る
こ
と
と
し
て
、
平
成
8
年
度
予
算
に
引
き
続
き
、
そ
の
縮

減
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

・
国
立
病
院
特
別
会
計
へ
の
一
般
会
計
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
繰
入
額
の
縮
減
を
図
る
。

　
繰
入
額
　
2,1
96
億
円
 

→
　
1,8
02
億
円
　（
▲
39
4）

　
繰
入
率
 

20
.6％
 

→
 

16
.6％



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
公
共
事
業

○
 　
平
成
9
年
度
公
共
事
業
予
算
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
考
え

方
を
踏
ま
え
る
と
と
も
に
、
そ
の
総
額
に
つ
い
て
は
、
7
年

振
り
に
実
質
的
に
ゼ
ロ
・
シ
ー
リ
ン
グ
と
さ
れ
た
こ
と
を
反

映
し
た
抑
制
基
調
の
も
の
と
す
べ
き
で
あ
る
。

○
 　
本
格
的
な
高
齢
化
社
会
の
到
来
を
目
前
に
控
え
、
社
会
資
本
整
備
を
着
実
に
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
一
方
、
我
が
国
の
危
機
的
な
財
政

状
況
の
下
で
、
財
政
構
造
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

　
 　
こ
う
し
た
我
が
国
の
財
政
事
情
や
社
会
経
済
情
勢
、
社
会
資
本
の
整
備
水
準
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
決
定
さ
れ
た
7
年
ぶ
り
の
実
質

ゼ
ロ
・
シ
ー
リ
ン
グ
を
踏
ま
え
、
9
年
度
の
公
共
事
業
予
算
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
当
初
予
算
と
実
質
的
に
同
水
準
に
と
ど
め
て
い
る
。

○
 　
我
が
国
財
政
の
お
か
れ
た
状
況
を
踏
ま
え
れ
ば
、
今
後
の

公
共
投
資
予
算
に
つ
い
て
は
、
抑
制
基
調
と
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

〔
8
年
度
当
初
〕

1.3
％

〔
9
年
度
当
初
〕

9
兆
7,1
99
億
円

→
9
兆
8,4
62
億
円

（
参
考
）
・
一
般
歳
出
伸
率

1.5
％

・
消
費
者
物
価
指
数

1.6
％
程
度

平
成
9
年
度

　
経
済
見
通
し

・
名
目
経
済
成
長
率

3.1
％
程
度

○
 　
新
た
な
時
代
の
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
し
た
公
共
投
資
の

配
分
を
図
る
べ
く
重
点
化
枠
が
設
定
さ
れ
た
趣
旨
を
十
分
に

踏
ま
え
、
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
直
結
す
る
分
野
、
次
世

代
の
発
展
基
盤
の
整
備
等
経
済
構
造
改
革
に
真
に
資
す
る
分

野
等
へ
の
配
分
の
重
点
化
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
 　
近
年
、
次
世
代
の
発
展
基
盤
の
整
備
等
、
経
済
構
造
改
革

に
資
す
る
分
野
や
防
災
対
策
の
充
実
等
の
諸
課
題
に
も
適
切

に
対
処
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
き
て
い
る
。
厳
し
い
財
政

事
情
の
下
、
こ
れ
ま
で
よ
り
一
層
効
率
的
な
投
資
が
求
め
ら

れ
る
平
成
9
年
度
以
降
に
お
い
て
も
、
こ
う
し
た
配
分
の
重

点
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
 　
今
後
と
も
、
こ
の
機
能
別
分
類
等
に
よ
り
、
重
点
化
の
姿

を
国
民
に
分
か
り
や
す
く
説
明
し
て
い
く
と
と
も
に
、
国
民

生
活
の
質
の
向
上
に
直
結
す
る
分
野
、
次
世
代
の
発
展
基
盤

整
備
と
い
っ
た
経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
等
へ
の
投
資

の
重
点
化
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
 　
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
直
結
す
る
分
野
、
次
世
代
の
発
展
基
盤
の
整
備
等
の
経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
等
に
重
点
的
・
効
率
的

投
資
を
図
る
と
と
も
に
、
防
災
対
策
の
充
実
、
自
然
環
境
へ
の
配
慮
等
と
い
っ
た
諸
課
題
に
も
適
切
に
対
処
し
て
い
る
。

　
①
　
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
資
す
る
分
野
に
つ
い
て
は
、
配
分
の
重
点
化
を
継
続
す
る
。

　
　
 ⇒
住
宅
（
1.6
％
増
）、
市
街
地
整
備
（
3.5
％
増
）、
下
水
道
（
2.0
％
増
）、
環
境
衛
生
施
設
（
3.2
％
増
）、
都
市
公
園
（
2.5
％
増
）
等

　
②
　
次
世
代
の
経
済
発
展
基
盤
の
整
備
等
経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
に
つ
い
て
は
、
重
点
的
・
効
率
的
投
資
を
図
る
。

　
　
 ⇒
高
規
格
幹
線
道
路
（
13
.7％
増
）［
道
路
（
0.8
％
増
）］
、
特
定
重
要
港
湾
等
（
国
際
ハ
ブ
港
湾
）（
10
.5％
増
）［
港
湾
（
0.2
％
減
）］
、

空
港
（
8.8
％
増
）
等

　
③
　
防
災
対
策
に
資
す
る
分
野
に
つ
い
て
は
着
実
に
そ
の
充
実
を
図
る
。

　
　
⇒
市
街
地
整
備
型
高
規
格
堤
防
（
13
.3％
増
）［
治
水
（
0.5
％
増
）］
、
防
災
対
策
総
合
治
山
（
3.4
％
増
）［
治
山
（
0.3
％
増
）］
等

　
④
　
自
然
環
境
へ
の
配
慮
が
特
に
重
要
な
分
野
に
つ
い
て
は
、
重
点
的
な
投
資
を
図
る
。

　
　
⇒
自
然
公
園
（
10
.0％
増
）、
森
林
環
境
整
備
（
9.9
％
増
）
等

（
注
 ）
こ
の
よ
う
な
重
点
的
な
予
算
配
分
を
行
っ
た
結
果
、
公
共
事
業
関
係
費
が
前
年
度
当
初
予
算
と
実
質
的
に
同
水
準
と
さ
れ
た
中
で
、

大
く
く
り
で
み
た
事
業
別
の
シ
ェ
ア
変
更
幅
は
、
±
約
0.6
％
。
省
庁
別
の
シ
ェ
ア
変
更
幅
は
、
±
約
0.4
％
と
、
い
ず
れ
も
8
年
度
予
算

以
上
の
過
去
最
大
級
の
重
点
化
が
図
ら
れ
た
メ
リ
ハ
リ
の
効
い
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
各
事
業
を
機
能
別
分
類
に
よ
り
シ
ェ

ア
変
更
幅
の
試
算
を
行
う
と
±
約
2.4
％
と
い
う
相
当
程
度
の
重
点
化
が
図
ら
れ
て
い
る
（
シ
ェ
ア
1
％
は
約
1,0
00
億
円
に
相
当
）。

556　　Ⅲ　予算



平成 9年度　　557
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
各
事
業
の
中
に
お
い
て
も
、
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
資

す
る
分
野
や
情
報
化
、
経
済
構
造
改
革
と
い
っ
た
新
た
な
時

代
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
分
野
に
重
点
を
移
す
な
ど
、
公
共

事
業
の
内
容
は
、
表
面
的
な
事
業
別
配
分
割
合
と
い
っ
た
数

字
で
表
現
さ
れ
る
以
上
に
変
化
し
て
き
て
お
り
、
こ
う
し
た

努
力
を
継
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
公
共
事
業
の
重
点
化
の
状

況
を
国
民
の
目
に
わ
か
り
や
す
く
説
明
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
。

（
単
位
：
％
）

区
　
分

元
’

2’
3’

4’
5’

6’
7’

8’
9’

6
～
9

累
積

3
～
9

累
積

一
般
公
共
伸
率

2.0
0.3

5.3
4.7

5.0
 
4.1

4.1
4.1

1.3
―

―

事
業
別
シ
ェ
ア
の

変
更
幅
の
合
計

0.2
0.1

0.3
0.2

0.5
＊（
0.9
）

 
1.6

0.7
0.6

0.6
（
2.8
）

3.5
（
3.8
）

4.5

所
管
別
シ
ェ
ア
の

変
更
幅
の
合
計

0.0
0.0

0.2
0.2

0.2
＊（
0.4
）

 
0.9

0.4
0.3

0.4
（
1.5
）

2.0
（
2.1
）

2.6

（
試
　
算
）

機
能
別
シ
ェ
ア
変
更
幅

2.1
2.4

―
―

＊
6
年
度
の
上
段
（
　
）
は
、
公
共
事
業
の
範
囲
の
見
直
し
の
影
響
を
控
除
し
た
場
合
の
実
質
の
変
更
幅
。

（
注
 ）
上
記
の
「
事
業
別
」
は
、
道
路
、
港
湾
と
い
っ
た
物
的
施
設
の
種
別
に
着
目
し
た
大
く
く
り
の
事
業
種
別
と
な
っ
て
い
る
。
最
近
、

社
会
の
ニ
ー
ズ
等
に
「
生
活
直
結
」
と
い
っ
た
視
点
の
み
な
ら
ず
、「
発
展
」、
「
防
災
」
等
の
視
点
も
加
わ
る
状
況
下
で
、
各
々
の
大
く

く
り
の
事
業
の
中
で
か
な
り
大
き
な
メ
リ
ハ
リ
の
効
い
た
配
分
と
な
っ
て
お
り
、
公
共
事
業
の
内
容
は
、
表
面
的
な
シ
ェ
ア
の
数
字
の

変
動
で
表
現
さ
れ
る
以
上
に
変
化
し
て
い
る
。

○
 　
①
公
共
工
事
の
コ
ス
ト
低
減
対
策
の
推
進
、
②
事
業
実
施

箇
所
の
絞
り
込
み
と
効
果
の
早
期
発
現
、
③
事
業
間
の
連
携

の
強
化
に
よ
る
一
体
的
・
効
率
的
な
整
備
等
の
公
共
事
業
の

効
率
化
の
た
め
の
方
策
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
、
可
能
な
限

り
平
成
9
年
度
予
算
に
盛
り
込
ん
で
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。

○
 　
公
共
投
資
の
効
率
化
を
図
り
、
投
資
効
果
を
高
め
て
い
く

た
め
、
①
公
共
工
事
の
コ
ス
ト
の
低
減
対
策
を
推
進
し
、
②

類
似
事
業
間
の
調
整
や
、
省
庁
の
枠
を
超
え
た
事
業
間
の
連

携
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
③
費
用
効
果
分
析
等
の
可
能
な

限
り
客
観
的
な
評
価
を
行
っ
た
上
で
投
資
の
優
先
順
位
を
つ

け
て
い
く
等
の
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
　
公
共
事
業
の
効
率
的
・
効
果
的
実
施

　
⑴
　
新
し
い
調
整
費
の
創
設
等
に
よ
る
省
庁
の
枠
を
越
え
た
事
業
間
の
連
携
の
強
化

　
　
 　
公
共
事
業
の
事
業
の
縦
割
り
に
よ
る
弊
害
を
解
消
し
、
経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
へ
の
配
分
の
重
点
化
を
図
る
た
め
、
公
共
事

業
の
効
率
化
等
に
つ
い
て
、
各
省
庁
の
枠
を
越
え
た
事
業
間
の
連
携
を
強
化
す
る
こ
と
と
し
、
新
し
い
調
整
費
を
創
設
（
20
0億
円
）。

　
　
 　
省
庁
間
の
連
携
事
業
に
つ
い
て
は
、
既
に
建
設
・
農
水
・
運
輸
の
三
省
庁
が
13
の
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
公
表
し
、
推
進
す
る
方
向
。

こ
の
よ
う
に
、
各
事
業
の
共
同
要
求
に
よ
り
連
携
強
化
す
る
こ
と
が
基
本
で
あ
る
が
、
新
た
な
調
整
費
に
よ
り
、
①
予
算
編
成
段
階
経

過
後
に
連
携
の
内
容
・
箇
所
等
が
明
ら
か
に
な
っ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
も
対
応
が
可
能
と
な
り
、
年
度
を
通
し
て
切
れ
目
の
な

い
連
携
の
推
進
を
図
る
。

　
⑵
　
公
共
工
事
の
コ
ス
ト
低
減

　
　
 　
①
輸
入
資
材
の
活
用
、
仕
様
・
規
格
の
標
準
化
等
に
よ
る
資
材
費
の
縮
減
、
②
省
人
化
・
省
力
化
や
建
設
機
械
の
効
率
的
使
用
に
よ

る
生
産
性
の
向
上
、
③
技
術
開
発
の
積
極
的
推
進
、
④
技
術
基
準
等
の
合
理
化
の
推
進
、
等
の
方
策
を
盛
り
込
ん
だ
、
コ
ス
ト
削
減
の

具
体
的
な
数
値
目
標
を
設
定
し
た
公
共
工
事
の
コ
ス
ト
縮
減
計
画
を
、
平
成
8
年
度
内
に
策
定
す
る
。



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

　
⑶
　
費
用
効
果
分
析
の
実
施

　
　
 　
公
共
事
業
の
便
益
に
つ
い
て
は
、
経
済
的
側
面
の
み
で
は
な
く
、
多
様
な
観
点
か
ら
評
価
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
が
、
9
年
度
予

算
に
お
い
て
は
、
従
来
客
観
的
な
分
析
が
十
分
に
実
施
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
事
業
分
野
も
含
め
、
投
資
の
効
率
性
の
確
保
と
い
う
観
点

か
ら
、
可
能
な
限
り
費
用
対
効
果
分
析
を
行
い
、
こ
れ
を
公
表
。

　
⑷
　
事
業
実
施
箇
所
の
絞
り
込
み

　
　
 　
投
資
効
果
の
早
期
発
現
・
工
期
の
短
縮
を
図
り
効
率
的
な
施
行
を
確
保
す
る
た
め
、
9
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、
集
中
的
に
投
資
を

行
う
こ
と
と
し
、
事
業
箇
所
の
大
幅
な
絞
り
込
み
を
行
う
と
と
も
に
、
投
資
効
果
の
観
点
か
ら
事
業
の
見
直
し
を
行
う
。

　
　（
例
）

　
　
・
治
水
（
ダ
ム
） 
 

　
事
業
効
果
等
に
つ
い
て
の
検
討
を
踏
ま
え
平
成
8
年
度
に
お
い
て
、
4
事
業
を
凍
結
。

　
　
・
港
湾
  

　
平
成
7
年
度
か
ら
9
年
度
ま
で
の
3
年
間
で
実
施
港
数
を
47
9港
か
ら
37
6港
へ
と
10
3港
削
減
。

　
　
・
漁
港
  

　
平
成
9
年
度
か
ら
3
年
間
で
実
施
港
数
を
15
0港
削
減
。

　
　
・
農
業
農
村
整
備
  

　
農
道
空
港
に
つ
い
て
は
、
平
成
9
年
度
に
お
い
て
は
整
備
を
行
わ
な
い
。

　
　
・
林
道
  

 　
一
般
林
道
に
つ
い
て
、
2
車
線
林
道
の
新
規
採
択
を
原
則
停
止
。
公
団
林
道
に
つ
い
て
も
、
一
定
の
基
準

を
設
け
幅
員
の
見
直
し
（
5
m
の
導
入
）
を
図
る
ほ
か
、
3
区
間
を
休
止
と
す
る
。

○
 　
国
と
地
方
の
役
割
分
担
に
関
し
て
は
、
国
が
費
用
を
負
担

す
る
も
の
は
、
⑴
広
域
的
な
事
業
、
⑵
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ

マ
ム
の
達
成
の
た
め
に
必
要
な
事
業
、
⑶
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
事
業
な
ど
根
幹
的
な
も
の
に
限
定
す

る
必
要
が
あ
る
。
国
の
費
用
負
担
に
関
し
て
は
、
今
後
と
も

社
会
経
済
情
勢
の
変
化
を
踏
ま
え
、
一
般
財
源
化
、
補
助
対

象
・
採
択
基
準
の
見
直
し
等
を
一
層
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
 　
国
と
地
方
の
適
切
な
役
割
分
担
を
確
保
す
る
と
の
観
点
か
ら
、
地
方
負
担
の
導
入
、
一
般
財
源
化
、
補
助
対
象
の
圧
縮
、
採
択
基
準
の

引
き
上
げ
等
を
行
う
。

　（
例
）

　
・
　
防
衛
庁
が
設
置
・
管
理
す
る
共
用
飛
行
場
に
お
い
て
地
方
負
担
を
導
入
。

　
・
　
地
方
空
港
に
つ
い
て
地
域
振
興
の
観
点
か
ら
地
域
が
主
体
的
に
進
め
る
新
た
な
滑
走
路
延
長
事
業
を
行
う
場
合
に
地
方
負
担
を
拡
充
。

　
・
　
面
積
2
ha
未
満
の
近
隣
公
園
を
原
則
一
般
財
源
化
。
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平成 9年度　　559
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

3
．
文
教
・
科
学
技
術

・
 　
国
と
地
方
の
機
能
分
担
の
あ
り
方
等
の
観
点
か
ら
、
公
立
社
会
教
育
施
設
整
備
（
公
民
館
、
公
立
図
書
館
、
公
立
博
物
館
、
公
立
少
年

自
然
の
家
）
に
対
す
る
補
助
を
す
べ
て
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
公
立
学
校
施
設
の
う
ち
大
規
模
改
造
事
業
に
つ
い
て
採
択
基
準
の
引
上
げ

等
を
実
施
。

⑴
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

○
 　
負
担
対
象
等
に
つ
い
て
見
直
し
を
進
め
て
い
く
と
と
も
に
、

教
職
員
の
定
数
改
善
に
つ
い
て
再
検
討
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

⑵
　
義
務
教
育
教
科
書
無
償
給
与
制
度

○
 　
有
償
化
に
つ
い
て
更
に
検
討
を
進
め
る
べ
き
で
あ
る
。

・
　
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
等
の
観
点
か
ら
、
今
後
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
平
成
9
年
度
予
算
で
は
無
償
措
置
を
継
続
。

⑶
　
育
英
奨
学
事
業
に
お
け
る
返
還
免
除
制
度

○
 　
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
等
の
観
点
を
踏
ま
え
、
廃
止
・

縮
小
を
含
め
制
度
の
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

・
 　
大
学
院
に
お
い
て
貸
与
さ
れ
た
奨
学
金
を
除
き
、
大
学
学
部
等
に
お
い
て
貸
与
さ
れ
た
奨
学
金
に
係
る
返
還
免
除
制
度
を
廃
止
。
 
 

（
実
施
は
10
年
度
）

⑷
　
高
等
教
育
、
私
学
に
係
る
負
担
の
在
り
方

○
 　
国
立
大
学
と
私
立
大
学
と
の
格
差
の
現
状
及
び
高
等
教
育

の
改
善
等
の
た
め
の
国
立
学
校
特
別
会
計
に
お
け
る
自
己
財

源
確
保
の
必
要
性
を
も
考
慮
し
、
適
正
化
を
進
め
る
必
要
が

あ
る
。

・
 　
私
立
大
学
と
の
格
差
是
正
や
国
立
学
校
特
別
会
計
の
自
己
財
源
の
確
保
を
図
る
観
点
か
ら
、
平
成
10
年
度
入
学
者
よ
り
入
学
料
、
検
定

料
を
引
上
げ
。

・
　
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
等
の
観
点
か
ら
、
公
立
医
科
・
歯
科
大
学
の
経
常
費
に
対
す
る
補
助
金
を
廃
止
。

　
 　
さ
ら
に
、
学
部
別
授
業
料
の
問
題
に
つ
い
て
も
検
討
を
進

め
る
べ
き
で
あ
る
。

○
 　
私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
総
額
抑
制
を
図
る
と

と
も
に
、
そ
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
等
内
容
の
見
直
し
を

進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑸
　
科
学
技
術
・
学
術

○
 　
優
先
順
位
の
厳
し
い
選
択
を
行
い
、
本
格
的
な
研
究
評
価

制
度
を
導
入
す
る
な
ど
、
一
層
の
重
点
的
か
つ
効
率
的
な
資

金
配
分
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

1
 ．
優
先
順
位
の
厳
し
い
選
択
、
官
民
の
役
割
分
担
の
見
直
し
、
省
庁
間
の
共
同
連
携
の
推
進
等
に
よ
り
、
資
金
配
分
の
一
層
の
重
点
化
・

効
率
化
を
図
り
つ
つ
、
創
造
的
・
基
礎
的
研
究
の
充
実
を
図
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
公
募
方
式
等
に
よ
る
基
礎
研
究
開
発
の
推
進
、
若
手

研
究
者
の
支
援
・
活
用
等
に
重
点
的
に
資
金
配
分
し
て
い
る
。

　
　
・
公
募
方
式
等
に
よ
る
出
資
金
活
用
型
の
基
礎
研
究
開
発
の
推
進
　
　
56
9億
円
（
77
.8％
増
）

　
　
・
若
手
研
究
者
の
支
援
・
活
用
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
7,6
39
人
（
1,7
01
人
増
）

　
 　
ま
た
、
研
究
資
金
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
及
び
柔
軟
か
つ
競
争
的
な
研
究
環
境
の
形
成
を
図
る
た
め
、
国
立
試
験
研
究
機
関
等
に
本

格
的
な
外
部
評
価
制
度
を
導
入
す
る
と
と
も
に
、
任
期
付
研
究
員
等
の
活
用
等
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
 　
科
学
技
術
庁
予
算
に
つ
い
て
は
、
原
子
力
開
発
利
用
、
宇

宙
開
発
関
係
等
が
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
る
が
、
創
造

的
・
基
礎
的
研
究
の
充
実
を
図
る
た
め
に
も
、
分
野
別
予
算

配
分
の
よ
り
一
層
の
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

2
 ．
科
学
技
術
庁
一
般
会
計
予
算
に
つ
い
て
は
、
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
含
む
原
子
力
分
野
は
8
年
振
り
の
対
前
年
度
マ
イ
ナ
ス
（
▲

1.0
％
）、
宇
宙
開
発
分
野
は
1.5
％
増
と
抑
制
す
る
一
方
、
基
礎
研
究
等
の
分
野
に
つ
い
て
は
、
28
.2％
の
伸
び
を
確
保
。
こ
の
結
果
、
科

学
技
術
庁
一
般
会
計
予
算
に
占
め
る
原
子
力
分
野
の
比
率
は
過
去
最
低
と
な
る
一
方
、
基
礎
研
究
等
の
分
野
の
比
率
は
初
め
て
3
割
を
超

え
、
30
.1％
と
な
っ
た
。

○
 　
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
、
必
要
性
、
緊
急
性
、

後
年
度
負
担
の
状
況
等
を
十
分
検
討
し
、
既
定
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
つ
い
て
は
緊
要
度
に
応
じ
て
進
度
調
整
を
図
る
と
と
も

に
、
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
着
手
に
つ
い
て
は
慎
重
に
対
処

す
べ
き
で
あ
る
。

3
 ．
新
規
の
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
着
手
を
厳
し
く
抑
制
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
科
学
技
術
庁
の
9
年
度
末
の
後
年
度
負
担
額
は
昭
和
62

年
度
末
以
来
の
低
い
水
準
（
2,1
16
億
円
）
ま
で
圧
縮
。

　
　
・
新
規
着
手
等
を
見
送
っ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
例

　
　
　
　
　
月
周
回
衛
星
の
開
発
研
究
、
陸
域
観
測
衛
星
（
A
LO
S）
の
開
発
、
長
距
離
航
行
型
無
人
潜
水
機
の
開
発
等

○
 　
特
殊
法
人
等
へ
の
出
資
金
を
活
用
し
た
戦
略
基
礎
研
究
推

進
事
業
に
つ
い
て
は
、
研
究
資
金
の
大
部
分
が
大
学
の
研
究

者
に
配
分
さ
れ
て
お
り
、
現
状
に
お
い
て
は
、
文
部
省
所
管

の
日
本
学
術
振
興
会
へ
の
出
資
金
を
活
用
し
た
未
来
開
拓
学

術
研
究
推
進
事
業
と
の
役
割
分
担
が
明
確
で
な
い
と
い
う
問

題
が
あ
る
。

4
 ．
戦
略
基
礎
研
究
推
進
制
度
に
つ
い
て
は
、
9
年
度
以
降
の
新
規
採
択
課
題
に
つ
い
て
、
大
学
以
外
（
国
立
試
験
研
究
機
関
等
）
の
研
究

代
表
者
を
中
核
と
す
る
異
な
る
セ
ク
タ
ー
間
の
共
同
研
究
を
優
先
的
に
採
択
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
大
学

の
研
究
者
を
研
究
代
表
者
と
す
る
課
題
の
割
合
は
10
年
度
ま
で
に
全
体
の
5
割
未
満
に
な
る
も
の
と
見
込
ま
れ
る
。
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「
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議
」・
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最
終
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に
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項

平
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年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
．
防
衛

○
 　
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
人
件
・
糧
食
費
及
び
歳
出
化

経
費
と
い
っ
た
義
務
的
経
費
が
大
宗
を
占
め
て
い
る
が
、
一

般
物
件
費
を
含
め
た
防
衛
関
係
費
全
般
に
わ
た
り
、
効
率

化
・
合
理
化
に
務
め
、
極
力
経
費
を
抑
制
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
 　
平
成
9
年
度
の
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
人
件
・
糧
食
費
や
、
過
去
の
契
約
の
支
払
い
で
あ
る
歳
出
化
経
費
の
大
幅
増
等
大
き
な
歳

出
増
加
要
因
が
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
非
常
に
厳
し
い
財
政
事
情
の
下
、
こ
れ
ま
で
に
例
の
な
い
歳
出
化
経
費
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、

一
般
物
件
費
を
厳
し
く
圧
縮
す
る
な
ど
最
大
限
の
抑
制
を
行
っ
た
結
果
、
SA
CO
関
連
経
費
を
除
く
ベ
ー
ス
で
4
兆
9,4
14
億
円
（
1.9
8％

増
）
を
計
上
し
て
い
る
。
ま
た
、
SA
CO
関
連
経
費
と
し
て
、
61
億
円
を
計
上
し
て
お
り
、
防
衛
関
係
費
全
体
で
は
2.1
％
増
の
4
兆
9,4
75

億
円
と
な
る
。

○
 　
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
の
平
和
と
安
全
を
守

る
と
い
う
基
本
を
確
保
し
つ
つ
、
経
済
・
財
政
事
情
等
を
踏

ま
え
て
必
要
最
小
限
の
も
の
に
と
ど
め
る
こ
と
が
基
本
。

［
防
衛
関
係
費
の
推
移
（
当
初
予
算
）］

（
単
位
：
億
円
，
％
）

3’
4’

5’
6’

7’
8’

9’
防
衛
関
係
費

43
,86
0

45
,51
8

46
,40
6

46
,83
5

47
,23
6

48
,45
5

49
,41
4
（
除
く
SA
CO
関
連
経
費
）

（
伸
　
率
）

（
5.4
5）

（
3.8
）

（
1.9
5）

（
0.9
）

（
0.8
6）

（
2.5
8）

（
1.9
8）

49
,47
5
（
含
む
SA
CO
関
連
経
費
）

（
2.1
）

○
 　
新
中
期
防
衛
力
整
備
計
画
に
沿
っ
て
定
数
及
び
実
員
削
減

の
着
実
な
実
施
に
努
め
る
ほ
か
、
歳
出
化
経
費
の
平
準
化
を

図
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
防
衛
予
算
の
約
4
割
を
占
め
る
人
件
・
糧
食
費
の
増
加
を

抑
制
す
る
た
め
、
定
数
削
減
を
着
実
に
実
施
し
て
い
く
こ
と

が
重
要
で
あ
り
、
こ
の
こ
と
は
装
備
品
の
削
減
に
も
つ
な
が

る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
合
理
化
・
効
率
化
の
観
点
か
ら
、

実
員
の
削
減
や
陸
上
師
団
編
成
の
効
率
化
、
組
織
の
弾
力
化

に
も
努
力
す
べ
き
。

○
 　
一
昨
年
策
定
さ
れ
た
新
防
衛
大
綱
に
お
い
て
、
陸
上
自
衛
隊
に
つ
い
て
18
万
人
体
制
か
ら
16
万
人
体
制
へ
と
移
行
し
、
こ
の
う
ち
1.5

万
人
は
即
応
性
の
高
い
予
備
自
衛
官
を
充
て
る
こ
と
と
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
9
年
度
に
お
い
て
は
、
即
応
予
備
自
衛
官
を
導
入
す
る
と

と
も
に
、
常
備
自
衛
官
定
員
の
削
減
（
▲
1,4
23
人
、
9
年
度
末
定
員
17
8,0
07
人
）
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

 
　
ま
た
、
実
員
の
削
減
に
つ
い
て
も
、
9
年
度
予
算
で
は
、
要
求
（
▲
89
人
）
か
ら
大
幅
に
削
減
し
、
44
0人
の
削
減
（
8
年
度
予
算
で

は
▲
20
人
）
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
 　
新
規
正
面
装
備
の
導
入
は
、
翌
年
度
以
降
の
歳
出
化
経
費

と
し
て
、
歳
出
予
算
全
体
を
圧
迫
す
る
ば
か
り
で
な
く
、
後

方
支
援
部
門
の
経
費
の
増
加
に
つ
な
が
り
、
二
重
の
意
味
で

硬
直
化
を
生
み
出
す
要
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
べ

き
。

○
 　
正
面
契
約
に
つ
い
て
は
、
合
理
化
・
効
率
化
・
コ
ン
パ
ク
ト
化
を
推
進
す
る
観
点
か
ら
、
要
求
額
（
9,6
10
億
円
、
＋
15
.1％
）
か
ら
1,2
00

億
円
削
減
し
、
8
年
度
の
1.2
％
よ
り
低
い
伸
び
（
0.7
％
）
に
抑
制
。
ま
た
、
円
安
要
因
を
除
け
ば
対
前
年
度
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
。

正
面
契
約
ベ
ー
ス
　
8,4
10
億
円
 
対
前
年
度
 

＋
0.7
％

 
除
く
円
安
要
因
 
▲
0.8
％
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置
状
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○
 　
新
規
正
面
装
備
は
、
契
約
か
ら
取
得
ま
で
の
長
期
に
わ

た
っ
て
、
歳
出
化
に
よ
る
予
算
の
硬
直
化
を
招
く
こ
と
に
加

え
、
そ
れ
に
関
連
す
る
施
設
整
備
、
教
育
訓
練
等
、
後
方
支

援
部
門
に
係
る
経
費
の
増
加
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
こ
の
よ

う
に
、
二
重
の
意
味
で
硬
直
化
を
生
み
出
す
要
因
と
な
っ
て

い
る
正
面
契
約
に
つ
い
て
、
必
要
度
、
優
先
度
等
を
十
分
に

検
討
し
、
抑
制
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
 　
装
備
品
の
数
量
の
見
直
し
に
加
え
、
輸
入
装
備
品
の
一
層

の
活
用
、
特
殊
な
規
格
・
仕
様
の
見
直
し
、
汎
用
品
の
活
用

等
に
よ
る
調
達
価
格
の
抑
制
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
 　
経
費
削
減
を
図
る
た
め
、
防
衛
庁
に
取
得
改
革
委
員
会
を
設
置
し
、
9
年
度
に
お
い
て
、
装
備
品
の
維
持
・
修
理
コ
ス
ト
低
減
の
た
め

の
施
策
の
試
行
、
規
格
・
仕
様
書
の
見
直
し
に
係
る
防
衛
庁
規
則
の
改
正
、
効
率
的
防
衛
生
産
体
制
の
構
築
等
を
内
容
と
す
る
取
得
改
革

に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
 　
防
衛
装
備
品
の
調
達
方
法
に
つ
い
て
も
、
我
が
国
の
防
衛

生
産
・
技
術
基
盤
の
維
持
等
配
慮
す
る
観
点
か
ら
、
国
内
開

発
・
国
内
生
産
又
は
ラ
イ
セ
ン
ス
生
産
が
選
択
さ
れ
る
こ
と

が
多
い
が
、
現
在
の
格
段
に
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
財
政
事

情
の
下
で
は
、
輸
入
装
備
の
一
層
の
活
用
を
図
る
ほ
か
、
特

殊
な
規
格
・
仕
様
の
見
直
し
や
汎
用
品
の
活
用
等
を
含
め
、

効
率
的
な
調
達
補
給
態
勢
の
整
備
に
務
め
、
調
達
価
格
等
の

抑
制
を
図
る
べ
き
。
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平成 9年度　　563
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

5
．
政
府
開
発
援
助

○
 　
米
国
等
財
政
事
情
の
厳
し
い
他
の
先
進
国
に
お
い
て
援
助

額
を
抑
制
し
て
い
る
こ
と
、
我
が
国
の
財
政
赤
字
が
主
要
先

進
国
中
最
も
悪
い
水
準
と
な
っ
て
い
る
危
機
的
な
状
況
に
あ

る
こ
と
、
と
い
っ
た
内
外
の
大
き
な
環
境
の
変
化
が
生
じ
て

い
る
。
こ
の
た
め
、
今
後
こ
れ
ま
で
以
上
に
量
か
ら
質
へ
の

転
換
を
図
る
等
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
財
政
構
造
改
革

元
年
に
ふ
さ
わ
し
い
姿
と
す
る
こ
と
が
必
要
。

1
 ．
一
般
会
計
O
D
A
予
算
に
つ
い
て
は
、
O
D
A
の
国
際
貢
献
の
柱
と
し
て
の
重
要
性
に
配
慮
し
つ
つ
、
我
が
国
の
財
政
事
情
が
危
機
的
な

状
況
に
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
量
か
ら
質
へ
の
転
換
を
図
る
こ
と
に
よ
り
抑
制
を
図
り
、
対
前
年
度
比
2.1
％
増
の
11
,68
7億
円
を
計
上
。

年
　
度

2
3

4
5

6
7

8
9

伸
　
率

8.2
8.0

7.8
6.5

4.8
4.0

3.5
2.1

○
 　「
政
府
開
発
援
助
大
綱
」
を
踏
ま
え
、
有
償
資
金
協
力
、

無
償
資
金
協
力
及
び
技
術
協
力
等
の
有
機
的
連
携
を
推
進
し
、

事
前
調
査
・
事
後
評
価
を
含
め
た
援
助
体
制
の
充
実
を
通
じ

た
き
め
細
か
い
援
助
の
実
施
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
途
上
国

に
真
に
評
価
さ
れ
る
援
助
を
効
率
的
・
効
果
的
に
実
施
す
る

こ
と
に
努
め
る
べ
き
。
ま
た
、
援
助
を
実
施
す
る
人
材
の
育

成
や
技
術
協
力
等
の
充
実
に
よ
り
、
我
が
国
の
顔
が
見
え
る

援
助
の
実
施
に
一
層
留
意
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

2
．
質
的
向
上
に
資
す
る
施
策
へ
重
点
化
を
図
り
、
途
上
国
か
ら
真
に
評
価
さ
れ
る
効
率
的
・
効
果
的
な
援
助
を
目
指
す
。

〔
8
年
度
〕

〔
9
年
度
〕

⑴
　
効
率
的
・
効
果
的
な
援
助
の
実
施

 ・
事
前
調
査
の
拡
充

11
.9億
円

⇒
13
.3億
円
（
11
.7
％
増
）

 ・
事
後
評
価
の
拡
充

13
.3億
円

⇒
15
.0億
円
（
12
.9
％
増
）

⑵
　
N
GO
、
民
間
セ
ク
タ
ー
等
と
の
連
携
強
化

 ・
N
GO
補
助
金

10
.0億
円

⇒
12
.0億
円
（
20
.0
％
増
）

 ・
草
の
根
無
償

45
.0億
円

⇒
50
.0億
円
（
11
.4
％
増
）

⑶
　
技
術
協
力
等
途
上
国
人
造
り
支
援

 ・
JI
CA
事
業
費

1,7
56
.8億
円

⇒
1,7
94
.8億
円
（
 
2.2
％
増
）

 ・
国
費
外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ

20
5.1
億
円

⇒
21
6.6
億
円
（
 
5.6
％
増
）

⑷
　
人
間
中
心
の
開
発

 ・
子
供
の
健
康
無
償

―
　
億
円

⇒
26
.0億
円
（
皆
増
）

 ・
JI
CA
母
と
子
供
の
健
康
対
策
特
別
機
材
供
与

―
　
億
円

⇒
0.6
億
円
（
皆
増
）

⑸
　
流
動
化
す
る
国
際
情
勢
へ
の
対
応

 ・
復
興
開
発
支
援

15
.0億
円

⇒
20
.0億
円
（
33
.3
％
増
）



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

6
．
農
業

⑴
　
農
業
関
係
予
算
の
合
理
化
・
重
点
化

　
 　
極
め
て
厳
し
い
財
政
事
情
を
踏
ま
え
、
い
わ
ゆ
る
「
新
政

策
」
に
即
し
、
経
営
感
覚
に
優
れ
た
効
率
的
・
安
定
的
な
経

営
体
が
生
産
の
大
宗
を
担
う
農
業
構
造
の
実
現
と
の
中
長
期

的
方
向
を
見
据
え
た
上
で
の
適
切
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

そ
の
た
め
に
は
、
補
助
金
の
整
理
合
理
化
を
初
め
と
す
る
各

種
経
費
の
節
減
合
理
化
を
進
め
つ
つ
、
施
策
の
見
直
し
と
重

点
化
・
集
中
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
急
務
で
あ
る
。

⑴
　
9
年
度
農
林
水
産
関
係
予
算

　
 　
9
年
度
農
林
水
産
関
係
予
算
を
巡
っ
て
は
、
米
需
給
の
著
し
い
緩
和
等
の
事
情
は
あ
る
も
の
の
、
極
め
て
厳
し
い
財
政
事
情
を
踏
ま
え
、

各
種
経
費
の
節
減
合
理
化
を
図
り
つ
つ
、
重
点
的
か
つ
効
率
的
な
予
算
配
分
を
行
っ
た
と
こ
ろ
。

 
平
成
8
年
度
（
当
初
）
 
平
成
9
年
度

農
林
水
産
関
係
予
算

35
,97
3億
円

⇒
35
,92
2億
円
（
51
億
円
減
）

（
前
年
比
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
の
は
、
平
成
2
年
度
以
来
7
年
振
り
）

　
　
　
・
施
策
の
重
点
化
・
集
中
化
の
例

　
　
　
　
 　
農
業
農
村
整
備
事
業
に
つ
い
て
、
ほ
場
整
備
事
業
、
畑
地
帯
総
合
整
備
事
業
に
お
け
る
「
一
般
型
」（
担
い
手
へ
の
農
地
集
積

等
を
要
件
と
し
な
い
事
業
）
を
廃
止
す
る
一
方
、
担
い
手
育
成
に
資
す
る
基
盤
整
備
や
、
農
村
地
域
の
生
活
環
境
の
整
備
へ
思
い

切
っ
た
重
点
化
・
集
中
化
。

 
平
成
8
年
度
（
当
初
）
 
平
成
9
年
度

農
業
農
村
整
備
事
業

12
,27
9億
円

⇒
12
,28
2億
円
（
 0
.0％
増
）

　
う
ち
担
い
手
育
成
型
ほ
場
整
備
事
業

43
8億
円

⇒
62
8億
円
（
43
.1％
増
）

　
　
　
担
い
手
育
成
型
畑
地
帯
総
合
整
備
事
業

13
9億
円

⇒
17
8億
円
（
27
.6％
増
）

　
　
　
農
業
集
落
排
水
事
業

1,3
83
億
円

⇒
1,4
54
億
円
（
 5
.1％
増
）

　
　
　
中
山
間
総
合
整
備
事
業

49
4億
円

⇒
52
7億
円
（
 6
.6％
増
）

⑵
　
主
要
食
糧
関
係
費

　
 　
政
府
備
蓄
の
適
切
な
運
営
や
各
種
経
費
の
見
直
し
等
を
通

じ
、
全
体
と
し
て
の
財
政
負
担
の
圧
縮
に
努
め
る
べ
き
で
あ

る
。

⑵
　
主
要
食
糧
関
係
費

 
平
成
8
年
度
（
当
初
）
 
平
成
9
年
度

2,7
05
億
円

⇒
2,6
92
億
円
（
 
0.5
％
減
）

 
（
ピ
ー
ク
時
（
56
年
度
）
9,9
48
億
円
の
27
.1％
）

　
①
　
食
糧
管
理
特
別
会
計
繰
入

　
　
 　
食
管
調
整
勘
定
繰
入
に
つ
い
て
は
、
昨
年
11
月
に
施
行
さ
れ
た
「
主
要
食
糧
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、

米
麦
に
関
す
る
適
切
な
需
給
管
理
が
行
わ
れ
る
よ
う
措
置
す
る
と
と
も
に
、
政
府
買
入
米
価
の
引
下
げ
（
▲
1.1
％
）、
政
府
米
買
入
数

量
の
減
少
、
政
府
管
理
経
費
の
見
直
し
等
を
通
じ
、
で
き
る
限
り
の
節
減
。

　
　
　
な
お
、
平
成
9
年
4
月
か
ら
米
の
標
準
売
渡
価
格
を
▲
0.1
％
（
国
産
米
、
税
込
み
）
引
下
げ
。

 
平
成
8
年
度
（
当
初
）
 
平
成
9
年
度

調
整
勘
定
繰
入

1,7
70
億
円

⇒
1,7
50
億
円
（
 
1.1
％
減
）

　
②
　
新
生
産
調
整
推
進
対
策
費

　
　
 　
平
成
9
年
度
に
お
け
る
米
の
生
産
調
整
に
つ
い
て
は
、
新
生
産
調
整
推
進
対
策
（
8
年
度
～
10
年
度
）
に
則
し
、
引
き
続
き
、
生
産

者
の
主
体
的
取
組
み
を
重
視
し
つ
つ
、
目
標
面
積
78
7千
ha
（
前
年
同
、
水
田
営
農
活
性
化
対
策
ベ
ー
ス
）
で
実
施
。

 
平
成
8
年
度
（
当
初
）
 
平
成
9
年
度

新
生
産
調
整
推
進
対
策
費

93
5億
円

⇒
94
2億
円
（
 
0.8
％
増
）

564　　Ⅲ　予算



平成 9年度　　565
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

7
．
運
輸

⑴
　
総
合
交
通
体
系
の
実
現

○
 　
運
輸
行
政
の
範
囲
は
、
鉄
道
・
バ
ス
・
海
上
交
通
と
多
岐

に
わ
た
っ
て
お
り
、
更
に
防
災
対
策
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
・

環
境
問
題
等
も
十
分
配
慮
し
な
が
ら
、
全
体
と
し
て
整
合
性

の
と
れ
た
合
理
的
な
総
合
交
通
体
系
の
実
現
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
諸
課
題
を
厳
し
い
財
政
事
情
の
下
で
実
現

し
て
い
く
た
め
に
は
、
何
よ
り
も
重
点
的
か
つ
効
率
的
な
政

策
体
系
が
強
く
要
請
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
そ
の
た

め
に
は
、
規
制
の
緩
和
を
進
め
な
が
ら
運
輸
事
業
者
の
体
質

改
善
、
合
理
化
努
力
を
政
策
的
に
図
ら
ね
ば
な
ら
な
い
。
国

の
助
成
と
し
て
は
、
適
正
な
受
益
者
負
担
を
踏
ま
え
、
各
施

策
ご
と
に
官
と
民
と
の
役
割
分
担
、
国
と
地
方
と
の
費
用
分

担
に
よ
り
、
極
力
国
の
予
算
の
節
減
を
図
っ
て
い
く
必
要
が

あ
る
。

1
 ．
官
と
民
と
の
役
割
分
担
及
び
国
と
地
方
と
の
費
用
分
担
に
つ
い
て
更
な
る
見
直
し
を
行
い
、
例
え
ば
バ
ス
運
行
対
策
費
補
助
金
及
び
鉄

道
軌
道
整
備
費
補
助
金
等
の
予
算
の
節
減
を
図
っ
た
。

2
 ．
輸
送
モ
ー
ド
毎
に
別
々
に
助
成
・
支
援
を
行
っ
て
い
る
鉄
道
整
備
基
金
と
船
舶
整
備
公
団
を
統
合
す
る
と
と
も
に
、
新
法
人
に
お
い
て

総
合
交
通
体
系
の
実
現
に
資
す
る
べ
く
公
募
型
基
礎
研
究
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
と
し
た
。

⑵
　
国
鉄
清
算
事
業
団
債
務
の
処
理

○
 　
最
終
的
な
国
民
負
担
の
あ
り
方
と
し
て
い
か
な
る
形
が
あ

り
得
る
か
な
ど
に
つ
い
て
早
急
に
そ
の
解
決
策
を
樹
立
す
る

必
要
が
あ
る
。
そ
の
際
、
例
え
ば
次
の
よ
う
な
項
目
が
、
今

後
検
討
課
題
と
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　
・
 　
旧
国
鉄
の
赤
字
累
増
の
原
因
を
再
検
証
し
た
上
で
、
交

通
関
係
全
般
の
中
で
利
用
者
負
担
を
求
め
る
な
ど
「
新
た

な
財
源
」
を
見
出
す
工
夫
が
な
い
か
。

　
・
 　
前
述
の
よ
う
に
昭
和
63
年
1
月
の
閣
議
決
定
に
お
い
て
、

「
新
た
な
財
源
・
措
置
」
に
つ
い
て
は
「
歳
入
・
歳
出
」

の
全
般
的
見
直
し
と
合
わ
せ
て
検
討
、
決
定
す
る
と
さ
れ

て
い
る
が
、
具
体
的
に
ど
の
分
野
の
歳
出
に
メ
ス
を
入
れ

て
財
源
を
確
保
す
る
べ
き
か
。

　
・
 　
こ
の
よ
う
な
歳
出
削
減
努
力
を
行
っ
た
と
し
て
も
、
最

終
的
に
は
よ
り
一
般
的
な
歳
入
面
で
の
担
保
も
免
れ
な
い

と
考
え
ら
れ
る
が
、
い
か
な
る
形
、
い
か
な
る
タ
イ
ミ
ン

グ
で
の
負
担
が
適
当
で
あ
る
か
。

　
国
鉄
長
期
債
務
等
の
本
格
的
処
理
策
に
つ
い
て
は
、
平
成
8
年
12
月
25
日
の
閣
議
決
定
に
お
い
て
、「
平
成
10
年
度
よ
り
、
国
鉄
長
期
債

務
等
の
本
格
的
処
理
を
実
施
す
る
。」
と
さ
れ
、「
そ
の
具
体
的
処
理
方
策
の
検
討
を
進
め
、
平
成
9
年
中
に
成
案
を
得
る
」
と
さ
れ
て
お
り
、

平
成
9
年
度
に
お
い
て
は
、
1
年
度
限
り
の
臨
時
・
異
例
の
措
置
と
し
て
、
事
業
団
の
9
年
度
借
入
見
込
額
に
相
当
す
る
額
の
有
利
子
債
務

約
3
兆
円
の
無
利
子
化
等
の
措
置
を
講
じ
、
金
利
負
担
の
軽
減
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑶
　
整
備
新
幹
線
問
題

○
 　
平
成
6
年
12
月
の
関
係
大
臣
申
合
せ
の
中
で
3
線
5
区
間

以
外
の
い
わ
ゆ
る
未
着
工
区
間
に
つ
い
て
、
新
た
な
基
本
ス

キ
ー
ム
を
検
討
し
、
平
成
8
年
中
に
そ
の
成
案
を
得
る
と
さ

れ
て
い
る
。
新
た
な
基
本
ス
キ
ー
ム
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、

国
鉄
清
算
事
業
団
の
長
期
債
務
処
理
に
加
え
、
平
成
8
年
度

末
に
は
24
0兆
円
に
も
な
る
公
債
残
高
を
抱
え
る
と
い
う
危

機
的
な
財
政
状
況
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
新
た
な
財
源
を

確
保
し
た
上
で
、
収
支
採
算
性
、
並
行
在
来
線
の
取
扱
い
等

に
つ
い
て
も
検
討
が
行
わ
れ
、
国
鉄
改
革
の
趣
旨
に
反
し
な

い
よ
う
な
内
容
の
新
た
な
基
本
ス
キ
ー
ム
が
確
立
し
な
け
れ

ば
、
未
着
工
区
間
は
着
工
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
考
え
ら

れ
る
。

1
 ．
今
般
、
政
府
・
与
党
間
で
新
た
に
合
意
さ
れ
た
整
備
新
幹
線
の
未
着
工
区
間
の
整
備
の
た
め
の
新
た
な
基
本
ス
キ
ー
ム
に
お
い
て
は
、

財
源
に
つ
い
て
、
国
は
従
前
の
ス
キ
ー
ム
の
考
え
方
に
よ
り
措
置
（
約
35
％
）
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
と
と
も
に
、
地
方
交
付
税
措
置
の
導

入
と
い
う
形
で
新
た
な
財
源
が
確
保
さ
れ
、
そ
の
上
で
、
事
業
規
模
を
新
た
な
財
源
ス
キ
ー
ム
の
範
囲
内
と
し
、
区
間
・
規
格
等
を
決
定

す
る
手
順
な
ど
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

2
 ．
こ
れ
を
受
け
、
9
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
整
備
新
幹
線
建
設
事
業
費
を
17
35
億
円
と
し
、
こ
の
う
ち
、
新
規
着
工
区
間
の
整
備
の
た

め
に
10
0億
円
を
別
途
確
保
し
た
と
こ
ろ
。

　
 　
今
後
、
新
規
着
工
区
間
の
着
工
等
に
当
た
っ
て
は
、
政
府
・
与
党
か
ら
な
る
検
討
委
員
会
に
お
い
て
、
収
支
採
算
性
の
見
通
し
、
並
行

在
来
線
の
経
営
分
離
に
つ
い
て
の
地
方
公
共
団
体
の
同
意
、
関
係
JR
の
同
意
等
基
本
条
件
が
整
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
上
で
、

所
要
の
要
件
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
優
先
順
位
を
決
め
、
対
応
し
て
い
く
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

（
参
考
） 

（
単
位
：
億
円
）

区
　
　
　
　
　
分

8
年
度
事
業
費

9
年
度
事
業
費

【
既
着
工
区
間
】

2,0
01

1,6
35

北
陸
新
幹
線
（
高
崎
・
長
野
）

1,3
44

31
7

3
線
4
区
間

65
7

1,3
18

北
陸
新
幹
線
（
石
動
・
金
沢
）

13
8

20
0

北
陸
新
幹
線
（
糸
魚
川
・
魚
津
）

58
12
5

東
北
新
幹
線
（
盛
岡
・
八
戸
）

24
3

52
3

九
州
新
幹
線
（
八
代
・
西
鹿
児
島
）

21
8

47
0

【
新
規
着
工
区
間
】

―
10
0

〔
新
幹
線
建
設
事
業
費
〕

2,0
01

1,7
35
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平成 9年度　　567
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
産
業
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

○
 　
中
小
企
業
対
策
は
、
以
前
は
中
小
企
業
の
経
営
基
盤
の
安

定
・
強
化
対
策
が
主
と
考
え
ら
れ
て
き
た
。
経
済
社
会
の
大

き
な
構
造
変
化
の
中
で
、
今
後
は
な
お
一
層
中
小
企
業
に
つ

い
て
の
構
造
改
革
の
推
進
に
ウ
ェ
イ
ト
を
移
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

○
 　
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
つ
い
て
は
、
石
油
の
備
蓄
に
つ
い
て

そ
の
費
用
の
節
減
合
理
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
石
油
の
自

主
開
発
の
た
め
の
探
鉱
資
金
の
運
用
の
た
め
に
、
採
択
基
準

の
厳
格
化
、
事
業
の
成
功
度
に
応
じ
た
計
画
の
見
直
し
を

行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発

等
に
つ
い
て
は
厳
し
い
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
財
源

の
効
率
的
な
活
用
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

1
 ．
中
小
企
業
対
策
に
つ
い
て
は
、
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
厳
し
い
経
営
環
境
に
配
慮
し
、
中
小
企
業
の
構
造
改
革
に
も
資
す
る
よ
う
、
技

術
開
発
や
情
報
化
に
対
す
る
支
援
措
置
等
、
特
に
緊
要
な
課
題
に
重
点
を
お
い
て
、
施
策
の
充
実
を
図
っ
て
い
る
。

（
例
） ○
　
構
造
改
革
に
資
す
る
施
策

・
　
技
術
開
発

・
　
創
造
技
術
研
究
開
発
費
補
助
金

8
年
度
 
40
.8億
円
→

9
年
度
 
49
.5億
円

・
　
中
小
企
業
創
造
基
盤
技
術
研
究
事
業

8.0
億
円
→

12
.0億
円

・
　
産
学
官
連
携
独
創
的
技
術
開
発
支
援

7.5
億
円
→

10
.6億
円

・
　
地
域
産
業
集
積
中
小
企
業
活
性
化
事
業
費
補
助
金

18
.0億
円
（
新
規
）

・
　
情
報
技
術
の
活
用
に
よ
る
物
流
・
業
務
管
理
等
の
刷
新
（
中
小
企
業
の
情
報
化
）

25
.1億
円
（
新
規
）

○
　
既
存
施
策
の
見
直
し

・
　
設
備
近
代
化
補
助
金

30
.6億
円
→

17
.9億
円

・
　
商
業
基
盤
施
設
整
備
事
業

11
0.0
億
円
→

85
.0億
円

2
 ．
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
つ
い
て
は
、
地
球
環
境
保
全
の
重
要
性
等
を
踏
ま
え
、
環
境
関
連
の
技
術
開
発
や
太
陽
光
発
電
・
廃
棄
物
発
電
の

普
及
促
進
等
に
重
点
を
置
く
と
と
も
に
、
石
油
備
蓄
及
び
LP
G国
家
備
蓄
等
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
確
保
対
策
に
つ
い
て
も
着
実
に

推
進
。

○
石
油
備
蓄
に
つ
い
て

　
・
 　
調
達
資
金
の
多
様
化
に
よ
る
資
金
の
長
期
化
、
金
利
リ
ス
ク
の
分
散
（
短
プ
ラ
の
導
入
等
）
を
図
る
と
と
も
に
、
借
入
条
件
の

変
更
（
市
中
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
期
間
2
年
→
3
年
等
）
に
よ
り
資
金
調
達
コ
ス
ト
を
低
減
。

○
石
油
の
自
主
開
発
に
つ
い
て

　
・
 　
事
業
の
採
択
基
準
を
よ
り
経
済
性
の
高
い
も
の
（
質
の
高
い
油
田
の
層
が
厚
い
と
見
込
ま
れ
る
地
点
等
）
に
厳
格
化
す
る
と
と

も
に
、
債
務
保
証
料
率
の
引
き
上
げ
等
（
一
律
0.4
％
→
0.4
～
1.5
％
）
を
実
施
。

○
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
開
発
に
つ
い
て

　
・
　
新
技
術
開
発
に
つ
い
て
は
計
画
的
に
中
間
評
価
を
行
い
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
見
直
し
を
実
施
。



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

9
．
情
報
通
信

○
 　
情
報
通
信
産
業
は
、
今
後
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
産
業
で
あ
り
、

社
会
経
済
構
造
の
変
革
に
も
十
分
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
が
、

国
が
直
接
関
与
す
る
と
い
う
よ
り
、
基
本
的
に
は
民
間
業
者

が
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
こ
れ
を
進
め
る
べ

き
で
あ
る
。

1
 ．
高
度
情
報
通
信
社
会
の
構
築
は
、
基
本
的
に
は
民
間
主
導
で
進
め
る
べ
き
と
の
観
点
か
ら
、
民
間
で
は
取
り
組
み
が
困
難
な
基
礎
的
・

先
進
的
な
技
術
開
発
等
に
重
点
的
に
資
金
配
分
し
て
い
る
。

2
 ．
情
報
通
信
技
術
分
野
の
研
究
開
発
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
外
部
の
専
門
家
・
有
識
者
に
よ
る
そ
の
審
査
・
評
価
体
制
の
整
備
を
行
い
、

平
成
9
年
度
に
お
い
て
適
正
な
審
査
・
評
価
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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平成 9年度　　569
「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

10
．
地
方
財
政

○
 　
国
及
び
地
方
の
財
政
事
情
を
踏
ま
え
れ
ば
、
先
ず
、
国
と

地
方
は
い
わ
ば
公
経
済
の
車
の
両
輪
で
あ
り
、
バ
ラ
ン
ス
の

と
れ
た
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
が
必
要
と
の
基
本
的
考
え
方

に
立
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
が
財
政
健
全
化
に
向
け
て
最
大
限
の

努
力
を
行
う
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
9
年
度

の
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
先
ず
、
歳
出
に
つ
い
て
、
国
と

同
一
歩
調
で
、
徹
底
的
な
抑
制
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。
そ
の

上
で
、
地
方
財
政
対
策
の
具
体
的
方
策
に
つ
い
て
は
、
国
及

び
地
方
の
財
政
状
況
等
を
十
分
踏
ま
え
つ
つ
、
適
切
な
財
源

確
保
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

⑴
　
地
方
の
歳
出

　
○
　
徹
底
し
た
歳
出
の
抑
制

8
年
度
（
当
初
）

9
年
度

・
 総

額
85
2,8
48
億
円
（
 3
.4％
増
）
→

87
0,5
00
億
円
程
度
（
 2
.1％
 増
）

・
 一
般
歳
出
見
合
い

73
8,2
53
億
円
（
 2
.3％
増
）
→

74
4,7
00
億
円
程
度
（
 0
.9％
 増
）

う
ち
投
資
的
経
費

（
地
方
単
独
）

20
1,0
00
億
円
（
 3
.1％
増
）
→

20
1,0
00
億
円
程
度
（
 0
.0％
 
）

⑵
　
地
方
財
政
収
支
の
見
通
し

8
年
度
（
当
初
）

9
年
度

○
　
 財
源
不
足
額

57
,53
3億
円

こ
の
他
、
先
行
減
税

影
響
分 28
,74
5億
円

→
46
,50
0億
円
程
度

こ
の
他
、
地
方
消
費

税
未
平
年
度
化
分

12
,00
0億
円
程
度

⑶
　
地
方
財
政
対
策

　
○
　
財
源
不
足
額
4
兆
6,5
00
億
円
程
度
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
に
よ
り
対
応
。

①
　
建
設
地
方
債
の
増
発

⇒
1
兆
9,9
00
億
円
程
度
（
8
’　
2
兆
30
0億
円
）

②
　
地
方
交
付
税
の
増
額
措
置

⇒
2
兆
6,6
44
億
円

（
8
’　
3
兆
7,2
33
億
円
）

　
　
⇒

こ
の
う
ち
、
1
/
2
＝
13
,32
2億
円
に
つ
い
て
は
国
が
負
担

一
般
会
計
加
算
 

3,6
00
億
円

特
会
借
入
金
 

9,7
22
億
円

（
う
ち
純
増
分
 

9,0
82
億
円
）

⑷
　
地
方
交
付
税

8
年
度
（
当
初
）

9
年
度

○
　
特
会
入
口
ベ
ー
ス

13
6,0
38
億
円
（
 2
.9％
増
）

→
15
4,8
10
億
円
程
度
（
13
.8％
増
）

○
　
特
会
出
口
ベ
ー
ス

16
8,4
10
億
円
（
 4
.3％
増
）

→
17
1,2
76
億
円
程
度
（
 1
.7％
増
）



「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

11
．
補
助
金
等
の
整
理
合
理
化

○
 　
既
存
の
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
平
成
元
年
12
月
20
日
の

臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
「
国
と
地
方
の
関
係
等
に
関
す

る
答
申
」
等
に
お
い
て
示
さ
れ
た
視
点
に
基
づ
き
一
層
徹
底

し
た
見
直
し
を
行
い
、
廃
止
、
一
般
財
源
化
、
補
助
対
象
の

重
点
化
等
の
整
理
合
理
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

特
に
、
零
細
な
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
行
財
政
の
効
率
化
を

図
る
観
点
か
ら
、
引
き
続
き
、
着
実
に
廃
止
、
統
合
等
を
進

め
て
い
く
べ
き
。

　
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
地
方
行
政
の
自
主
性
の
尊
重
、
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
、
累
次
の
臨
調
、
行
革
審
答
申
等
を
踏

ま
え
、
そ
の
整
理
合
理
化
を
積
極
的
に
推
進
す
る
。
主
な
整
理
合
理
化
は
次
の
と
お
り
。

⑴
　
廃
止

　
社
会
的
に
意
義
の
薄
れ
た
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
、
事
業
の
廃
止
を
図
る
。

【
既
に
そ
の
目
的
を
達
し
、
あ
る
い
は
社
会
的
経
済
的
実
情
に
合
わ
な
く
な
っ
た
も
の
】

○
　
公
立
医
科
大
学
等
経
常
費
等
補
助
金
：
公
立
医
科
・
歯
科
大
学
経
常
費
 

（
▲
39
億
円
）

○
 　
補
助
金
等
の
新
設
に
つ
い
て
は
極
力
抑
制
す
る
と
と
も
に

真
に
や
む
を
得
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア

ン
ド
・
ビ
ル
ド
原
則
の
徹
底
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

【
会
館
等
公
共
施
設
に
対
す
る
も
の
】

○
　
公
立
社
会
教
育
施
設
整
備
費
補
助
金

　
　〔
公
民
館
、
大
型
公
民
館
、
公
立
図
書
館
、
公
立
博
物
館
、
公
立
少
年
自
然
の
家
〕 

（
▲
44
億
円
）

○
 　
補
助
金
等
の
終
期
設
定
を
徹
底
し
、
そ
の
終
期
到
来
時
に

は
目
的
達
成
状
況
と
そ
れ
に
対
す
る
評
価
を
厳
し
く
行
い
、

安
易
な
継
続
を
認
め
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
地
方
行
政
の
自
主
性
・
総
合
性
を
確
保
す
る
た
め
、
地
方

公
共
団
体
等
の
事
業
執
行
の
円
滑
化
、
事
務
負
担
の
軽
減
等

の
観
点
か
ら
、
類
似
目
的
を
有
す
る
補
助
金
等
に
つ
い
て
は

引
き
続
き
統
合
・
メ
ニ
ュ
ー
化
を
推
進
す
る
ほ
か
、
会
館
等

の
公
共
施
設
に
対
す
る
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
他
の
施
設

と
の
複
合
化
を
一
層
推
進
す
る
必
要
。
ま
た
、
既
存
の
公
共

施
設
の
有
効
利
用
を
図
る
観
点
か
ら
も
引
き
続
き
事
務
手
続

の
簡
素
化
、
迅
速
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

⑵
　
一
般
財
源
化

　
地
域
の
主
体
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
性
に
委
ね
る
べ
き
も
の
に
あ
っ
て
は
一
般
財
源
化
を
推
進
す
べ
き
で
あ
る

と
の
行
革
審
答
申
等
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
の
事
務
・
事
業
と
し
て
同
化
、
定
着
し
て
い
る
も
の
等
に
つ
い
て
、
一
般
財
源
化
を
図
る
。

○
　
母
子
保
護
衛
生
費
補
助
金
：
妊
婦
乳
児
健
康
診
査
費
等
補
助
金

　
　〔
う
ち
妊
婦
健
康
診
査
費
等
〕 

（
▲
13
億
円
）

 
〔
全
体
額
　
▲
38
億
円
〕

○
　
在
宅
福
祉
事
業
費
補
助
金
：
高
齢
者
社
会
活
動
推
進
等
事
業
費
補
助
金

　
　〔
う
ち
高
齢
者
の
生
き
が
い
と
健
康
づ
く
り
推
進
事
業
費
の
一
部
〕 

（
▲
 
5
億
円
）

○
　
児
童
保
護
費
等
補
助
金
：
保
母
養
成
所
費
等
補
助
金

　
　〔
う
ち
保
母
養
成
所
費
の
う
ち
公
立
分
〕 

（
▲
 
2
億
円
）

○
　
生
活
保
護
費
補
助
金
：
生
活
保
護
適
正
化
運
営
対
策
等
事
業
費

　
　〔
う
ち
審
議
会
等
経
費
等
の
一
部
〕 

（
▲
 
1
億
円
）

【
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
施
設
の
自
主
的
な
整
備
】

○
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
：
学
校
体
育
諸
施
設
整
備
費

　
　〔
う
ち
部
室
整
備
事
業
〕 

（
▲
 
7
億
円
）
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「
建
議
」・
「
最
終
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
9
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑶
　
大
幅
な
減
額
を
図
っ
た
補
助
金
等

8
年
度（
当
初
）

9
年
度

○
　
老
人
保
健
事
業
推
進
費
等
補
助
金

12
6億
円

⇒
97
億
円
（
▲
 
29
億
円
、
▲
23
.0％
）

○
　
給
付
費
等
臨
時
補
助
金

19
6億
円

⇒
60
億
円
（
▲
 1
36
億
円
、
▲
69
.4％
）

○
　
療
養
給
付
費
等
補
助
金
：
国
民
健
康
保
険
特
別
対
策
費
補
助
金

19
1億
円

⇒
14
6億
円
（
▲
 
45
億
円
、
▲
23
.6％
）

○
　
商
業
基
盤
施
設
整
備
費
補
助
金

11
0億
円

⇒
85
億
円
（
▲
 
25
億
円
、
▲
22
.7％
）

⑷
　
補
助
対
象
の
重
点
化

　
国
の
補
助
を
基
幹
的
な
事
業
に
重
点
化
し
、
地
方
の
自
主
性
を
尊
重
す
る
観
点
か
ら
補
助
対
象
の
重
点
化
を
図
る
。

【
補
助
対
象
範
囲
の
見
直
し
】

○
　
漁
港
修
築
費
補
助
：
漁
港
改
修
事
業

　
　〔
漁
港
施
設
用
地
の
う
ち
冷
凍
及
び
冷
蔵
施
設
並
び
に
加
工
場
用
地
を
補
助
対
象
か
ら
除
外
〕

○
　
農
林
漁
業
用
揮
発
油
税
財
源
身
替
漁
港
関
連
道
整
備
事
業
費
補
助

　
　〔
主
要
漁
港
関
連
道
軽
微
改
良
事
業
の
廃
止
〕

【
採
択
基
準
の
引
上
げ
】

○
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
大
規
模
改
造
（
老
朽
施
設
）　
　
5,0
00
万
円
　
⇒
　
7,0
00
万
円
（
▲
20
億
円
）

○
　
公
共
事
業
に
お
け
る
採
択
基
準
の
引
上
げ

⑸
　
統
合
・
メ
ニ
ュ
ー
化

　
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
、
地
方
行
政
の
自
主
性
の
尊
重
及
び
事
務
簡
素
化
の
見
地
か
ら
、
類
似
目
的
の
補
助
金
等
の
統
合
・
メ
ニ
ュ
ー

化
を
図
る
。

○
　
保
険
事
業
費
等
補
助
金
の
メ
ニ
ュ
ー
化

○
 　
社
会
福
祉
施
設
整
備
費
、
施
設
運
営
費
の
補
助
等
に
あ
っ

て
は
、
そ
の
実
態
を
調
査
し
、
補
助
金
の
適
切
・
厳
正
な
執

行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
補
助
体
系
の
あ
り
方
そ
の
も
の
に

つ
い
て
抜
本
的
に
再
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

〔
社
会
福
祉
法
人
の
施
設
整
備
に
係
る
補
助
金
等
の
執
行
手
続
に
つ
い
て
〕

　
実
態
を
調
査
の
上
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
は
、
9
年
1
月
末
、
そ
の
他
の
施
設
に
つ
い
て
は
9
年
3
月
末
を
目
途
に
改
善
策

を
と
り
ま
と
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
6
回
）　
平
成
9
年
1
月
17
日
配
布
資
料
（
3）
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
8
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
・

企
画
部
会
・
法
制
部
会
・
歳
出
の
削
減
合
理
化
等
に
関
す
る
特
別
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
編
」
99
1-
11
01
ペ
ー
ジ
）。



8-154　 平成 9 年度特別減税決定に関する橋
本内閣総理大臣記者会見

平成 9年12月17日

冒頭発言
緊急に会見をお願いして大変恐縮です。
今回ＡＳＥＡＮ非公式首脳会議に出席をして、
十分その状況を把握していたつもりでしたが、
それ以上にアジアの経済状況が極めて深刻で
あることを改めて痛感させられました。我が
国の経済の状況については既に皆さんが御承
知のとおり、家計あるいは企業の景況感に厳
しさが見られ、また我が国の金融システムや
アジアの経済状況など、国民の不安感が払拭
出来ない状況にあることも事実です。

そして、クアラルンプールにおける会見の際
にも日本発の世界恐慌の引き金は絶対に引か
ないということを私は内外に鮮明にしてきま
した。そうした状況を踏まえて、改めて思い
切った施策を講じなければならない。そのよ
うな思いから特別減税を緊急に実施すること
を決心しました。

このため先ほど与党の幹部、自民党税制調査
会の幹部、更には大蔵大臣、自治大臣など、
関係閣僚にお集まりをいただいて、私の方か
ら平成 9年度補正予算において 2兆円の特別
減税を行うことについての指示を行いました。

今後、党、政府税調において、特別減税の具
体的な内容について早急に詰めを行っていた
だけるものと考えていますし、政府としても
与党の結論を踏まえて、早急に作業を進める
ことになります。

いずれにしても、今回の特別減税は、先般の
経済対策、昨日決定した10兆円の国債交付を
含む金融安定化対策及び法人税、有価証券取
引税、地価税などの減税を盛り込んだ平成10
年度税制改正などに加えての措置となるもの
でして、これらの措置を通じて企業や消費者
の皆さんの経済の先行きに対する不透明感が
ぬぐい去られるとともに、我が国の経済の回
復基調を確実に力強いものにすることが出来
る、そう考えております。

皆さんにお集まりをいただいた、これがその
内容です。どうぞよろしくお願いします。

質疑応答
【質問】特別減税については、これまでも与
党内、あるいは野党からいろいろ要求があり
ましたが、政府は財政構造改革ということで、
これまでそれを採らないとしてきました。今
回、総理があえて 2兆円減税を実施すると決
断されたその直接の判断の根拠というのはい
かがなものなんでしょうか。
それと、この財源はどうなるんでしょうか。
赤字国債の発行ということになるんでしょう
か。
【橋本総理】この特別減税の財源、これは補
正予算の編成過程で検討することになります
けれども、基本的には特例公債によらざるを
得ないだろうと思います。
同時に、2003年までにＧＤＰ比 3 ％という財
政構造改革は、これは今後ともに進めていか
なければならない、私は重要な課題だと今も
思っています。
その上で、先ほど申し上げたとおり、経済の
現状を踏まえて、思い切った手を打たなけれ
ばならぬ、そう考えて特別減税の実施を決断
をいたしました。
いずれにしても、日本の財政がＧ7 の中で最
悪であること、今後の急速な少子高齢化に対
応しなければならないことを考えれば、財政
構造改革が極めて重要であるという位置づけ
は何ら変化のあるものではありません。
【質問】この特別減税は単年度の措置なんで
しょうか。それとも来年度以降も続くものな
んでしょうか。
【橋本総理】ですから、平成 9 年度と、補正
予算でと今私は申し上げている。
【質問】総理にお尋ねいたしますけれども、
今年度決められた 9兆円の国民負担増という
ものは、結局間違いであったというような、
そういうようなお考えで今いらっしゃいます
か。
【橋本総理】そうおっしゃりたければおっ
しゃるのは結構。しかし、今、私たちは本当
に国の内外を考えて、その雁の群が飛ぶよう
な形でアジアの経済が動いてきた。その先頭
を飛んでいた日本というものの立場を考えて、
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クアラルンプールの 2日間、本当に私は考え
に考え抜いた挙げ句に、今あなたの言われた
ような御質問が出ることも覚悟した上で、こ
れを決断しました。国としてやらなきゃなら
ないことだから。
そして、日本発の世界恐慌は起こさないとい
う決心を持ってこれに臨んでいるんです。
【質問】総理のリーダーとしての御決断であ
るということは今よく分かりましたが、はっ
きり御決意なさったのはいつくらいのことな
んでしょうか。
【橋本総理】ですから、クアラルンプールで
2日間本当に考え抜きましたと申し上げてま
す。
【質問】政府がこれまで 2 兆円減税を踏み切
れなかったということの中には、減税が与え
る、景気に対する効果はさほどではないんで
はないかという判断も一つはあったと思うん
ですけれども、今回のこの 2兆円減税が今の
足踏みを続けている景気に与える影響という
ものについてはどのように御判断されていま
すでしょうか。
【橋本総理】私はこれがプラスに、当然なが
らなることを期待している。それなりの、相
応の効果を持つでしょう。ただ、その 2兆円
減税だけで物事、全部がうまくいくというも
のではありません。
昨日とりまとめられた10年度税制改正の内容、
これは法人税の実質減税、有価証券取引税の
税率の半減、地価税の課税停止などの措置が
盛り込まれています。こうした措置、全部を
通じて企業や消費者の経済の先行きに対する
不透明感というものが払拭される。そして、
我が国の経済の回復基調というものを力強い
ものに、確実なものにしていくことが出来る
と考えている。これが素直な申し上げ方だと
思う。
【質問】会見に先立って、自民党の三役の方
との協議では、この政局に関して御意見とか
はなかったんですか。
【橋本総理】自民党三役というのはちょっと
不正確で、私は与党幹部と、先ほどもちゃん
と申し上げているんですが、当然意見を言わ
れた方もありますよ。むしろ、例えば政治責
任を言われるんじゃないかということを言わ
れた方だってあります。だけれども、それは

今やらなきゃならぬことに比べれば小さな話
だと。そして、ここでしっかりと日本経済が
足を踏み固められるような状況をつくること
がまず第一だと。それ以上の御意見はありま
せんでした。
【質問】 2 兆円という規模なんですけれども、
いろいろ労働界を含めて、 5兆円規模、ない
しもっと大きな規模の減税を要求する声も
あったと思うんですけれども、何故 2兆円と
いう規模に決められたんですか。
【橋本総理】 1 つは、財政構造改革を進めな
がら、真に経済に有効な施策をという要請を
ベースに置きながら、同時に昨年までの特別
減税の規模というものを考慮したということ
は事実です。
それでは、どうも。

以上
（出所 ）首相官邸ウェブ・ページ「橋本内閣

総理大臣演説等」（http://kantei.go.jp/
jp/hasimotosouri/speech/1977/1217 
sorigenzei.html）。

8-155　平成 9年度補正予算について
　（財政制度審議会「平成10年度予算の編成
に関する建議　平成 9 年12月18日」、「Ⅱ. 平
成10年度予算編成に当たっての考え方」、「3. 
平成 9年度補正予算について」部分）
　補正予算に関しても財政構造改革の趣旨が
反映されるべきであり、補正予算の編成に当
たっては、財政法第29条の趣旨を厳正に判断
し、適切に対処していくべきである。
　平成 9年度補正予算については、以上のよ
うな考え方に基づき、災害関係経費の追加等、
緊急かつ真に必要な経費に限り措置すべきで
ある。
（出所 ）「平成10年度予算の編成に関する建議　

平成 9 年12月18日　財政制度審議会」
（大蔵省図書館所蔵）。

8-156　公的資金に関する国会答弁
　「預金保険のお金というのは公的資金かと
いうと、これは民間金融機関が拠出したもの
でございますから民間のお金だということも
言えますが、公的な組織を通じて出されるも
のだから公的な資金ではないかという判断も
あり得ると思います」



（参議院大蔵委員会　平成 7 年 3 月10日　大
蔵省銀行局長答弁（抄））

　「正式な定義というのはございませんが、
一般的に言われますのは、公的資金というの
は、財政資金や日銀の資金等だと思います」
（衆議院大蔵委員会　平成 9 年11月12日　大
蔵省銀行局長答弁（抄））

　「これは使う使途によって定義が違うよう
に思います。広くとりますと、一番最終的な
負担としては税金、一般会計から出るお金、
それから日本銀行の借り入れ、それから政府
保証、そういうものが含まれると思います。
したがいまして、統一された定義はないわけ
でございまして、どういう観点から公的資金
が議論されているかによると思います」
（衆議院大蔵委員会　平成 9 年12月 2 日　大
蔵省総務審議官答弁（抄））

　「公的資金をぎりぎり詰めていくというこ
とであれば、一般会計もあるでしょうし、財
投もあるでありましょうし、そして政府保証
という形もあるでありましょうし、最終的に
どこが責任を負うかというところをもって公
的資金、公的支援、こういうことになるので
はないでしょうか」
（衆議院大蔵委員会　平成 9 年12月 2 日　大
蔵大臣答弁（抄））
（出所 ）「第132回国会　参議院大蔵委員会会

議録　第四号　平成 7 年 3 月10日」、
「第141回国会　衆議院大蔵委員会議録 
　第四号　平成 9年11月12日」、「第141
回国会　衆議院大蔵委員会議録　第八
号　平成 9年12月 2 日」（国立国会図書
館　国会会議録検索システム：http://
kokkai.ndl.go.jp/）。

574　　Ⅲ　予算


